
宮

城

県

と

お

隣

の

山

形

県

。

先

日

福

岡

へ

行

っ

た

と

き

に

「

よ

く

仙

台

に

い

き

蔵

王

で

ス

ノ

ー

ボ

ー

ド

し

て

、

芋

煮

が

好

き

で

す

」

と

い

う

会

話

が

あ

っ

た

。

よ

く

よ

く

話

を

聞

く

と

宮

城

で

は

な

い

！

山

形

で

す

よ

！

▼

蔵

王

は

蔵

王

連

峰

を

挟

ん

で

宮

城

蔵

王

と

山

形

蔵

王

が

あ

る

。

芋

煮

は

、

宮

城

の

豚

肉

と

味

噌

の

芋

煮

、

山

形

の

牛

肉

と

醤

油

の

芋

煮

が

あ

り

具

材

も

変

わ

る

。

秋

に

な

る

と

芋

煮

会

が

開

催

さ

れ

、

大

き

な

鍋

で

作

る

た

め

ス

ー

パ

ー

で

は

鍋

の

貸

し

出

し

を

し

て

い

る

と

こ

ろ

も

あ

り

、

グ

ル

ー

プ

に

１

人

は

鍋

奉

行

が

い

る

▼

宮

城

と

い

う

と

独

眼

竜

政

宗

。

仙

台

城

跡

に

は

政

宗

が

馬

に

乗

っ

た

像

が

鎮

座

し

て

い

る

。

実

は

政

宗

公

の

生

ま

れ

は

宮

城

で

は

な

く

山

形

県

米

沢

市

。

自

ら

の

都

、

仙

台

を

創

り

上

げ

よ

う

と

仙

台

藩

の

初

代

藩

主

と

し

て

東

北

の

文

化

の

再

興

を

目

指

し

、

政

宗

公

の

個

性

と

も

い

う

意

表

を

突

く

粋

な

斬

新

さ

、

豪

華

絢

爛

、

国

際

性

を

汲

み

と

り

な

が

ら

、

新

し

い

伊

達

な

文

化

を

仙

台

に

創

っ

た

▼

四

季

が

な

く

な

り

二

季

に

な

り

つ

つ

あ

る

よ

う

な

気

が

す

る

が

、

秋

の

季

節

が

到

来

。

仙

台

城

跡

の

本

丸

跡

は

仙

台

の

景

色

が

一

望

で

き

る

場

所

で

す

の

で

、

仙

台

観

光

へ

い

ら

し

て

く

だ

さ

い

。

（

森

）

お

知

ら

せ

　

「

日

本

税

政

連

」

�

月

号

は

、

�

月

号

と

の

合

併

号

と

し

、

�

月

１

日

に

発

行

し

ま

す

。

　

日

税

政

は

８

月

�

日

、

第

２

回

正

副

会

長

会

（

足

達

信

一

会

長

）

を

日

本

税

理

士

会

館

（

品

川

区

）

に

お

い

て

開

催

し

た

＝

写

真

。

日　時　令和８年９月�日（木）午後１時～午後４時

場　所　オークラ東京　プレステージタワー１Ｆ「平安の間」

東京都港区虎ノ門２－１０－４　ＴＥＬ０３－３５８２－０１１１

議　案　第１号議案　令和７年度運動経過並びに組織活動報告承認

の件

　　　　第２号議案　令和７年度収支決算承認の件

　　　　第３号議案　令和８年度運動方針決定の件

　　　　第４号議案　令和８年度組織活動方針決定の件

　　　　第５号議案　令和８年度収支予算決定の件

　　　　第６号議案　大会決議決定の件

　本紙６面から８面にかけて掲載の

インタビュー記事（令和９年度税制

改正建議書のポイント）は動画収録

をしており、日税連の認定する研修

動画です。

　各税理士会ホームページの「研修

受講管理システム」より「マルチメ

ディア研修」→「研修会検索」から

「配信」を「日税連関連団体」にし「令

和９年度税制改正建議インタビュ

ー」を選び、ご視聴ください。内容

については次の通りです。

タイトル：【日税政】令和９年度税制改正

建議インタビュー

テ ー マ：建議書作成に当たっての要望項

目選定の経緯について

講　　師：日本税理士会連合会

調査研究部部長　末吉幹久

聞 き 手：日本税理士政治連盟

政策委員長　長谷川隆史

収 録 日：令和８年７月２日

配信開始日：令和８年７月�日

研修時間：�分

単位税政連

会費免除者を除く

税理士会員数

（令和８．７．１）

均等割 会員数割

代議員

数割当

東　京 ２４，６５８ ２ ５１ ５３

東京地方 ５，１１７ ２ １１ １３

千葉県 ２，５８５ ２ ５ ７

関東信越 ７，６７８ ２ １６ １８

近　畿 １５，５３０ ２ ３２ ３４

北海道 １，８８５ ２ ４ ６

東　北 ２，５３０ ２ ５ ７

名古屋 ４，８９９ ２ １０ １２

東　海 ４，２９４ ２ ９ �

北　陸 １，４６９ ２ ３ ５

中　国 ３，２６０ ２ ７ ９

四　国 １，６５４ ２ ４ ６

九州北部 ３，６３６ ２ ７ ９

南九州 ２，３１１ ２ ５ ７

沖　縄 　５３４ ２ １ ３

合　計 ��４０ ３０ １７０ ２００

発　行　所

日 本 税 理 士

政

　

治

　

連

　

盟

東京都品川区大崎１―�―８

日本税理士会館（〒１４１―００３２）

電話　�（５４３５）０９１０

定価　１部１００円

編集発行人

中野　修宏

税理士政治連盟会員の購読

料は会費の中に含みます。

記

事

・

立

憲

民

主

党

税

理

士

制

度

推

進

議

員

連

盟

総

会

に

出

席

２

面

特

集

・

令

和

９

年

度

税

制

改

正

建

議

要

望

に

関

す

る

日

税

連

・

末

吉

幹

久

調

査

研

究

部

部

長

へ

の

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

６

～

８

面

資

料

・

第

�

回

定

期

大

会

議

案

（

抜

粋

）

�

～

�

面

　

会

議

に

は

足

達

会

長

及

び

副

会

長

�

人

が

出

席

し

た

他

、

副

幹

事

長

８

人

及

び

脇

坂

雄

一

会

計

監

事

が

陪

席

す

る

と

共

に

、

太

田

直

樹

日

税

連

会

長

及

び

東

秀

優

名

誉

会

長

が

臨

席

し

た

。

　

会

議

で

は

主

に

第

�

回

定

期

大

会

に

提

案

す

る

６

議

案

等

の

重

要

事

項

を

審

議

・

決

定

し

た

（

定

期

大

会

議

案

の

抜

粋

は

�

～

�

面

）

。

定

期

大

会

は

９

月

�

日

、

オ

ー

ク

ラ

東

京

に

て

開

催

さ

れ

る

。

　

大

会

提

出

議

案

は

①

令

和

７

年

度

運

動

経

過

並

び

に

組

織

活

動

報

告

承

認

の

件

、

②

令

和

７

年

度

収

支

決

算

承

認

の

件

、

③

令

和

８

年

度

運

動

方

針

決

定

の

件

、

④

令

和

８

年

度

組

織

活

動

方

針

決

定

の

件

、

⑤

令

和

８

年

度

収

支

予

算

決

定

の

件

、

⑥

大

会

決

議

決

定

の

件

、

の

６

議

案

で

あ

り

、

賛

成

多

数

に

よ

り

可

決

承

認

さ

れ

、

大

会

に

提

出

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

た

。

　

そ

の

他

の

議

事

と

し

て

大

会

の

運

営

方

針

・

役

員

の

役

割

分

担

や

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

要

望

へ

向

け

た

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

の

確

認

、

組

織

強

化

の

た

め

に

日

税

政

か

ら

単

位

税

政

連

へ

支

給

す

る

助

成

金

の

実

施

要

領

の

承

認

、

各

委

員

会

か

ら

の

事

業

報

告

な

ど

が

行

わ

れ

た

。

　

大

会

の

代

議

員

数

に

つ

い

て

は

総

数

を

２

０

０

人

と

し

、

各

単

位

税

政

連

の

割

当

人

数

に

つ

い

て

は

、

２

人

（

計

�

人

）

を

均

等

に

振

り

分

け

、

残

り

の

１

７

０

人

を

７

月

１

日

現

在

の

税

理

士

会

に

お

け

る

税

理

士

会

員

数

に

応

じ

て

比

例

配

分

す

る

こ

と

に

な

っ

た

。

こ

れ

に

よ

る

単

位

税

政

連

別

の

代

議

員

の

割

当

人

数

は

表

の

と

お

り

と

な

っ

た

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連（１） 第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（毎月１回１日発行） （昭和�年９月１日　第三種郵便物認可）

　



令和９年新春号の写真を募集します

　「日本税政連」令和９年新春号（令和９年１月１日発行）の１面に、会

員が撮影した写真を掲載します。広報委員会で選考し、採用者にはＱＵＯ

カード（３０００円）を贈呈します。

〈テーマ〉新春号に相応しい明るく前向きなイメージの写真。

〈提出物〉Ａ４版以上の写真又はデジタルデータ（未公開に限ります）

〈提出先〉〒１４１‐００３２東京都品川区大崎１－�－８日本税理士会館５階

　　　　　日本税理士政治連盟広報委員会 ：ｎｉｃｈｉｚｅｉｓｅｉ＠ｎｉｃｈｉｚｅｉｒｅｎ．ｊｐ

〈締　切〉令和８年�月末日

〈問合先〉日税政事務局広報担当（ＴＥＬ�－５４３５－０９１０）

　

食

料

品

に

係

る

消

費

税

を

令

和

９

年

４

月

か

ら

二

年

間

１

％

に

す

る

と

い

う

こ

と

が

閣

議

決

定

さ

れ

た

。

高

市

首

相

の

肝

い

り

で

始

ま

っ

た

国

民

会

議

で

は

、

給

付

付

き

税

額

控

除

の

制

度

設

計

を

ど

う

す

る

の

か

、

消

費

税

減

税

を

ど

う

す

る

の

か

な

ど

の

結

論

が

得

ら

れ

な

い

ま

ま

、

中

間

と

り

ま

と

め

が

な

さ

れ

た

。

そ

し

て

、

こ

の

減

税

に

伴

う

財

源

を

ど

う

す

る

か

と

い

う

問

題

も

先

送

り

さ

れ

て

い

る

。

首

相

が

「

責

任

あ

る

積

極

財

政

」

を

口

に

す

る

た

び

に

、

円

安

が

進

む

状

況

に

あ

る

。

対

処

の

仕

方

を

誤

る

と

、

市

場

で

は

長

期

国

債

の

価

額

と

株

価

の

下

落

、

円

安

と

ト

リ

プ

ル

安

に

陥

る

可

能

性

が

あ

る

。

イ

ギ

リ

ス

の

ト

ラ

ス

シ

ョ

ッ

ク

を

上

回

る

ク

ラ

ッ

シ

ュ

が

待

ち

受

け

て

い

る

か

も

し

れ

な

い

。

　

日

税

連

で

は

「

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

建

議

書

」

が

機

関

決

定

さ

れ

た

。

そ

の

な

か

で

「

消

費

税

の

複

数

税

率

制

度

を

廃

止

し

、

直

接

給

付

に

よ

る

方

法

と

す

る

こ

と

」

が

盛

り

込

ま

れ

た

。

税

政

連

で

は

、

後

援

会

活

動

な

ど

を

通

じ

て

国

会

議

員

に

こ

の

考

え

方

を

浸

透

さ

せ

て

い

く

必

要

が

あ

る

。

幹事会の様子

幹事会であいさつする足達会長

第

１

回

財

務

委

員

会

を

開

催

　

日

税

政

は

７

月

�

日

、

第

１

回

財

務

委

員

会

（

有

坂

信

彦

委

員

長

）

を

日

本

税

理

士

会

館

（

品

川

区

）

に

お

い

て

開

催

し

た

。

　

会

議

で

は

、

令

和

７

年

度

収

支

決

算

案

及

び

令

和

８

年

度

収

支

予

算

案

に

つ

い

て

検

討

を

行

っ

た

他

、

今

後

の

財

政

状

況

を

勘

案

し

た

定

期

大

会

の

運

営

等

に

つ

い

て

も

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

　

日

税

政

は

７

月

�

日

、

第

１

回

正

副

幹

事

長

会

を

、

更

に

８

月

７

日

、

第

１

回

幹

事

会

（

い

ず

れ

も

髙

澤

圭

一

幹

事

長

）

を

、

い

ず

れ

も

日

本

税

理

士

会

館

（

品

川

区

）

に

お

い

て

開

催

し

た

。

　

会

議

で

は

、

９

月

�

日

に

オ

ー

ク

ラ

東

京

に

お

い

て

開

催

す

る

第

�

回

定

期

大

会

に

上

程

す

る

６

議

案

を

主

に

審

議

し

、

幹

事

会

に

お

い

て

８

月

�

日

開

催

の

正

副

会

長

会

へ

諮

る

こ

と

が

議

決

さ

れ

た

。

　

ま

た

大

会

へ

の

諸

準

備

、

当

日

の

議

事

及

び

懇

親

会

で

の

役

割

分

担

や

運

営

方

針

の

確

認

を

行

っ

た

他

、

定

期

大

会

懇

親

会

に

お

け

る

国

会

議

員

の

招

待

範

囲

に

つ

い

て

も

検

討

を

行

っ

た

。

　

そ

の

他

の

議

事

で

は

、

後

援

会

対

策

委

員

会

か

ら

の

定

期

総

会

開

催

助

成

金

及

び

後

援

会

会

長

連

絡

会

議

へ

の

助

成

金

に

関

す

る

具

申

を

承

認

し

た

他

、

各

委

員

会

か

ら

の

事

業

報

告

が

行

わ

れ

た

。

　

ま

た

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

要

望

へ

向

け

て

、

一

斉

陳

情

を

�

月

�

日

に

行

う

こ

と

を

決

定

し

た

。

　

日

税

政

の

髙

澤

圭

一

幹

事

長

、

吉

川

裕

一

副

幹

事

長

及

び

長

谷

川

隆

史

政

策

委

員

長

は

７

月

７

日

、

参

議

院

議

員

会

館

（

千

代

田

区

）

に

お

い

て

開

催

さ

れ

た

立

憲

民

主

党

税

理

士

制

度

推

進

議

員

連

盟

の

総

会

に

出

席

し

た

。

議

連

か

ら

は

、

同

党

所

属

の

参

院

議

員

等

お

よ

そ

�

人

が

出

席

し

た

。

　

は

じ

め

に

役

員

人

事

が

審

議

さ

れ

、

新

た

な

会

長

に

斎

藤

嘉

隆

参

院

議

員

（

愛

知

選

挙

区

）

、

副

会

長

に

牧

山

ひ

ろ

え

参

院

議

員

（

神

奈

川

選

挙

区

）

、

幹

事

長

に

森

本

真

治

参

院

議

員

（

広

島

選

挙

区

）

、

事

務

局

長

に

勝

部

賢

志

参

院

議

員

（

北

海

道

選

挙

区

）

が

選

任

さ

れ

た

。

　

斎

藤

会

長

か

ら

の

あ

い

さ

つ

の

後

、

長

谷

川

政

策

委

員

長

よ

り

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

要

望

書

に

基

づ

く

重

要

建

議

・

要

望

項

目

を

出

席

し

た

議

員

へ

説

明

し

、

理

解

を

求

め

た

＝

写

真

。

　

質

疑

応

答

に

お

い

て

は

、

議

員

か

ら

、

令

和

９

年

�

月

末

日

に

適

用

期

限

を

迎

え

る

法

人

版

事

業

承

継

税

制

（

特

例

措

置

）

の

今

後

の

対

応

見

込

み

、

消

費

税

に

係

る

生

活

者

支

援

を

税

率

引

き

下

げ

で

は

な

く

直

接

給

付

に

て

対

応

す

べ

き

と

し

た

詳

細

な

理

由

に

つ

い

て

の

質

問

が

寄

せ

ら

れ

た

。

日

　

本

　

税

　

政
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高市首相、消費税を２年間限定

で１％に引き下げの意向表明

　

７

月

�

日

、

熊

本

地

方

で

最

大

震

度

７

を

観

測

す

る

大

地

震

、

令

和

８

年

熊

本

地

震

が

発

生

し

た

。

国

内

で

震

度

７

を

観

測

す

る

地

震

は

令

和

６

年

能

登

半

島

地

震

以

来

２

年

６

か

月

ぶ

り

で

あ

り

、

熊

本

地

方

で

は

、

平

成

�

年

熊

本

地

震

以

来

�

年

ぶ

り

の

大

災

害

に

見

舞

わ

れ

た

。

　

阪

神

・

淡

路

大

震

災

か

ら

�

年

、

東

日

本

大

震

災

か

ら

�

年

が

経

過

し

た

。

そ

の

間

も

地

震

被

害

は

も

と

よ

り

、

台

風

や

線

状

降

水

帯

の

発

生

な

ど

に

よ

る

水

害

な

ど

の

自

然

災

害

が

全

国

に

多

発

し

て

い

る

。

改

め

て

、

わ

が

国

が

、

災

害

大

国

で

あ

る

こ

と

を

脅

威

と

し

て

感

じ

ら

れ

る

。

　

日

税

連

及

び

日

税

政

で

は

、

税

制

改

正

建

議

書

及

び

要

望

書

に

お

い

て

、

災

害

損

失

控

除

の

創

設

や

損

失

控

除

期

間

の

延

長

な

ど

災

害

関

連

税

制

の

改

正

を

建

議

、

要

望

し

て

き

た

。

　

そ

の

結

果

、

平

成

�

年

度

税

制

改

正

に

よ

っ

て

災

害

関

連

税

制

の

常

設

化

が

規

定

さ

れ

、

令

和

５

年

度

に

は

、

特

定

非

常

災

害

の

指

定

を

受

け

た

災

害

に

よ

り

生

じ

た

損

失

に

係

る

純

損

失

の

繰

越

控

除

及

び

雑

損

失

の

繰

越

控

除

の

特

例

が

創

設

さ

れ

、

控

除

期

間

が

３

年

か

ら

５

年

に

延

長

さ

れ

た

。

ま

た

、

相

続

時

精

算

課

税

適

用

被

災

贈

与

財

産

の

相

続

時

再

評

価

の

規

定

も

創

設

さ

れ

た

。

こ

れ

は

、

長

年

に

わ

た

る

日

税

連

と

日

税

政

の

建

議

・

要

望

の

成

果

で

あ

る

。

　

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

建

議

書

・

要

望

書

に

お

い

て

「

雑

損

控

除

の

適

用

に

つ

き

『

特

定

非

常

災

害

に

よ

り

生

じ

た

損

失

』

に

つ

い

て

は

、

控

除

の

順

番

を

見

直

す

と

と

も

に

、

繰

戻

還

付

制

度

を

創

設

す

る

こ

と

。

」

が

重

要

建

議

項

目

・

要

望

項

目

と

さ

れ

た

。

所

得

控

除

の

順

序

に

つ

い

て

、

災

害

に

よ

る

担

税

力

の

減

殺

を

考

慮

し

、

ま

ず

他

の

所

得

控

除

を

適

用

し

、

最

後

に

雑

損

失

の

う

ち

特

定

非

常

災

害

に

よ

り

生

じ

た

損

失

を

適

用

し

、

手

厚

い

控

除

可

能

性

を

残

す

べ

き

と

し

て

い

る

。

　

大

震

災

が

発

生

し

た

場

合

、

過

去

に

は

震

災

特

例

法

に

よ

り

、

繰

戻

し

還

付

の

特

例

が

適

用

さ

れ

た

例

も

あ

る

が

、

大

規

模

災

害

発

生

に

よ

り

、

そ

の

都

度

特

例

的

な

取

り

扱

い

を

す

る

の

で

は

な

く

、

恒

久

的

な

措

置

等

を

創

設

す

る

必

要

性

を

感

じ

る

。

　

お

り

し

も

、

政

府

は

、

令

和

８

年

中

に

防

災

庁

を

設

置

す

る

。

災

害

関

連

税

制

は

、

今

後

予

想

さ

れ

る

大

規

模

災

害

に

お

け

る

被

災

地

域

、

被

災

者

の

生

活

基

盤

の

復

興

支

援

に

大

き

な

助

け

と

な

り

、

こ

の

機

会

に

災

害

関

連

税

制

の

重

要

性

を

訴

え

、

改

正

が

実

現

さ

れ

る

こ

と

を

強

く

希

望

す

る

と

こ

ろ

で

あ

る

。

（

髙

澤

）

　

名

古

屋

税

理

士

政

治

連

盟

（

飯

島

明

伸

会

長

）

は

７

月

７

日

、

税

理

士

会

ビ

ル

（

名

古

屋

市

）

に

お

い

て

支

部

長

・

後

援

会

長

連

絡

会

議

を

開

催

し

た

。

　

小

原

香

織

副

幹

事

長

の

司

会

進

行

の

も

と

、

飯

島

会

長

の

あ

い

さ

つ

の

後

、

中

野

修

宏

幹

事

長

が

議

長

と

な

り

、

支

部

及

び

後

援

会

へ

の

交

付

金

及

び

負

担

金

等

の

連

絡

が

行

わ

れ

た

。

　

続

い

て

、

河

合

省

吾

日

税

政

後

援

会

対

策

委

員

長

か

ら

各

単

位

税

政

連

に

お

け

る

後

援

会

の

活

動

及

び

現

状

な

ど

に

つ

い

て

説

明

が

あ

り

、

活

発

な

質

疑

応

答

が

行

わ

れ

た

。

　

連

絡

会

議

終

了

後

に

「

推

薦

国

会

議

員

政

策

担

当

秘

書

等

と

の

勉

強

会

」

を

ホ

テ

ル

ル

ブ

ラ

王

山

（

名

古

屋

市

）

に

お

い

て

開

催

し

た

＝

写

真

。

勉

強

会

で

は

、

荒

川

章

三

政

策

委

員

長

か

ら

「

令

和

９

年

度

の

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

書

」

に

つ

い

て

説

明

が

あ

り

、

名

古

屋

税

政

連

の

取

り

組

み

な

ど

に

つ

い

て

推

薦

国

会

議

員

政

策

担

当

秘

書

等

へ

理

解

と

協

力

を

要

請

し

た

。

　

ま

た

、

勉

強

会

終

了

後

に

は

懇

親

会

を

開

催

し

、

和

や

か

な

雰

囲

気

の

中

、

推

薦

国

会

議

員

政

策

担

当

秘

書

等

と

役

員

に

よ

る

懇

談

が

行

わ

れ

た

。

　

東

海

税

理

士

政

治

連

盟

（

中

川

直

之

会

長

）

は

７

月

�

日

、

住

友

生

命

名

古

屋

ビ

ル

（

名

古

屋

市

）

に

お

い

て

、

長

谷

川

隆

史

日

税

政

政

策

委

員

長

を

講

師

に

迎

え

、

税

制

改

正

要

望

研

修

会

を

開

催

し

た

。

　

研

修

会

に

は

、

会

場

参

加

者

�

人

、

ウ

ェ

ブ

に

よ

る

参

加

者

�

人

の

合

計

�

人

が

参

加

し

た

。

冒

頭

、

中

川

会

長

の

あ

い

さ

つ

が

あ

り

「

東

海

税

政

連

と

し

て

初

め

て

開

催

す

る

税

制

改

正

要

望

に

つ

い

て

の

研

修

会

で

あ

り

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

の

決

定

に

至

る

経

緯

を

知

り

、

陳

情

に

当

た

っ

て

の

留

意

点

等

を

確

認

し

て

ほ

し

い

」

と

述

べ

た

。

　

講

師

の

長

谷

川

政

策

委

員

長

か

ら

は

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

の

中

の

主

要

な

項

目

に

つ

い

て

、

従

前

と

は

表

現

が

変

わ

っ

た

も

の

も

あ

り

、

こ

の

よ

う

な

内

容

に

至

っ

た

経

緯

に

つ

い

て

、

詳

細

か

つ

分

か

り

や

す

い

説

明

が

あ

っ

た

。

続

い

て

、

税

目

ご

と

の

個

別

要

望

に

つ

い

て

具

体

的

な

内

容

解

説

が

あ

り

、

こ

れ

か

ら

始

ま

る

陳

情

に

お

い

て

は

、

多

忙

な

国

会

議

員

に

対

し

て

、

限

ら

れ

た

時

間

の

中

で

優

先

順

位

の

高

い

要

望

項

目

を

効

率

的

に

伝

え

る

必

要

が

あ

る

旨

を

述

べ

、

研

修

会

は

終

了

し

た

。

議

員

連

盟

ニ

ュ

ー

ス

　

自

由

民

主

党

税

理

士

制

度

改

革

推

進

議

員

連

盟

に

、

新

た

に

次

の

議

員

が

入

会

し

た

。

こ

れ

に

よ

り

同

議

連

メ

ン

バ

ー

は

２

０

７

人

（

衆

院

議

員

１

５

４

人

、

参

院

議

員

�

人

）

と

な

っ

た

。

（

令

和

８

年

８

月

�

日

現

在

）

加

藤

貴

弘

衆

・

北

海

道

１

区

髙

橋

祐

介

衆

・

北

海

道

２

区

中

川

こ

う

い

ち

衆

・

北

海

道

�

区

渡

辺

勝

幸

衆

・

宮

城

２

区

稲

葉

大

輔

衆

・

静

岡

８

区

　

東

北

税

理

士

政

治

連

盟

（

工

藤

重

信

会

長

）

は

７

月

�

日

、

東

北

税

理

士

会

館

（

仙

台

市

）

に

お

い

て

、

幹

事

会

及

び

後

援

会

会

長

連

絡

会

議

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

幹

事

会

構

成

員

の

他

、

各

後

援

会

の

会

長

、

幹

事

長

合

わ

せ

て

�

人

が

出

席

し

た

。

　

開

会

に

当

た

り

、

工

藤

会

長

か

ら

「

東

北

税

理

士

会

及

び

各

県

税

政

連

並

び

に

各

後

援

会

と

一

丸

と

な

っ

て

、

今

後

も

後

援

会

活

動

を

よ

り

活

発

化

さ

せ

て

国

会

議

員

等

と

良

好

な

関

係

を

構

築

し

て

い

た

だ

き

た

い

」

と

の

あ

い

さ

つ

が

あ

り

、

幹

事

会

の

後

半

で

は

、

吉

川

裕

一

日

税

政

副

幹

事

長

か

ら

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

に

つ

い

て

解

説

、

説

明

が

あ

っ

た

。

　

後

援

会

会

長

連

絡

会

議

で

は

、

白

田

祐

一

東

北

税

理

士

会

調

査

研

究

部

長

か

ら

「

税

制

改

正

建

議

と

税

政

連

の

役

割

～

重

要

要

望

事

項

を

中

心

と

し

て

～

」

を

テ

ー

マ

に

研

修

が

行

わ

れ

＝

写

真

、

そ

の

後

、

東

日

本

六

税

政

連

役

員

連

絡

協

議

会

報

告

、

各

後

援

会

か

ら

の

活

動

報

告

や

諸

問

題

に

つ

い

て

意

見

交

換

が

行

わ

れ

、

会

議

は

終

了

し

た

。

日

　

本

　

税

　

政
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東

京

地

方

税

理

士

政

治

連

盟

（

鈴

木

崇

晴

会

長

）

は

８

月

５

日

、

横

浜

ベ

イ

ホ

テ

ル

東

急

（

横

浜

市

）

に

お

い

て

、

第

�

回

定

期

大

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

大

会

は

開

会

宣

言

に

続

き

、

鈴

木

会

長

が

あ

い

さ

つ

。

こ

れ

ま

で

税

政

連

活

動

を

支

え

て

き

た

歴

代

役

員

及

び

会

員

に

感

謝

の

意

を

表

す

と

共

に

、

税

政

連

が

掲

げ

る

税

制

改

正

要

望

の

実

現

、

税

理

士

制

度

の

発

展

及

び

税

理

士

の

社

会

的

地

位

の

向

上

に

向

け

、

今

後

も

組

織

一

丸

と

な

っ

て

政

治

活

動

を

展

開

し

て

い

く

決

意

を

述

べ

た

。

　

続

い

て

、

議

長

及

び

副

議

長

を

選

出

し

て

議

事

に

入

り

、

令

和

７

年

度

の

運

動

経

過

報

告

、

組

織

活

動

報

告

、

収

支

決

算

、

令

和

８

年

度

の

運

動

方

針

、

組

織

活

動

方

針

、

収

支

予

算

な

ど

、

上

程

さ

れ

た

７

議

案

に

つ

い

て

審

議

を

行

っ

た

。

各

議

案

は

い

ず

れ

も

原

案

ど

お

り

可

決

承

認

さ

れ

、

大

会

は

盛

会

裏

に

終

了

し

た

。

　

大

会

終

了

後

に

は

懇

親

会

が

開

か

れ

、

国

会

議

員

を

は

じ

め

多

数

の

来

賓

が

出

席

。

来

賓

か

ら

祝

辞

が

述

べ

ら

れ

た

ほ

か

、

税

理

士

有

志

に

よ

る

バ

ン

ド

演

奏

が

披

露

さ

れ

、

会

場

は

大

い

に

盛

り

上

が

っ

た

。

出

席

者

は

和

や

か

な

雰

囲

気

の

中

で

活

発

に

意

見

を

交

わ

し

、

税

理

士

制

度

の

さ

ら

な

る

発

展

と

税

政

連

活

動

の

充

実

に

向

け

て

連

携

を

深

め

た

。

　

関

東

信

越

税

理

士

政

治

連

盟

（

小

林

俊

一

会

長

）

は

７

月

７

日

、

パ

レ

ス

ホ

テ

ル

大

宮

（

さ

い

た

ま

市

）

で

第

�

回

定

期

大

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

大

会

は

代

議

員

２

５

０

人

中

、

２

３

３

人

の

出

席

（

内

委

任

状

出

席

１

０

７

人

）

を

得

て

、

盛

大

に

開

催

さ

れ

た

。

　

冒

頭

、

物

故

会

員

に

対

す

る

黙

と

う

を

行

い

、

開

会

の

こ

と

ば

、

小

林

会

長

の

あ

い

さ

つ

、

大

山

博

之

関

東

信

越

税

理

士

会

会

長

の

あ

い

さ

つ

の

後

、

議

長

及

び

副

議

長

が

選

出

さ

れ

、

議

事

に

入

っ

た

。

　

大

会

に

上

程

さ

れ

た

議

案

は

全

て

原

案

の

と

お

り

可

決

承

認

さ

れ

、

議

事

終

了

後

、

代

議

員

代

表

者

６

人

か

ら

大

会

決

議

文

の

朗

読

が

行

わ

れ

た

。

　

続

い

て

、

足

達

信

一

日

税

政

会

長

を

は

じ

め

来

賓

か

ら

祝

辞

の

後

、

祝

電

を

披

露

し

た

。

　

そ

の

後

、

柴

山

昌

彦

衆

院

議

員

（

自

民

・

埼

玉

８

区

）

か

ら

の

国

政

報

告

で

は

、

開

会

中

の

特

別

国

会

で

議

論

さ

れ

て

い

る

国

会

議

員

の

定

数

削

減

、

皇

室

典

範

、

物

価

高

対

策

、

消

費

税

な

ど

の

問

題

に

つ

い

て

説

明

が

あ

り

、

最

後

に

閉

会

の

こ

と

ば

を

も

っ

て

大

会

は

終

了

し

た

。

　

懇

親

会

で

は

、

�

人

の

国

会

議

員

（

代

理

含

む

）

か

ら

あ

い

さ

つ

が

あ

り

、

参

加

者

と

の

懇

談

が

行

わ

れ

た

。

　

千

葉

県

税

理

士

政

治

連

盟

（

美

保

哲

夫

会

長

）

は

７

月

�

日

、

オ

ー

ク

ラ

千

葉

ホ

テ

ル

（

千

葉

市

）

で

第

�

回

定

期

大

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

来

賓

に

足

達

信

一

日

税

政

会

長

、

平

井

貴

昭

東

京

税

政

連

会

長

、

鈴

木

崇

晴

東

京

地

方

税

政

連

会

長

、

小

林

俊

一

関

東

信

越

税

政

連

会

長

、

井

上

博

夫

中

国

税

政

連

会

長

、

茂

木

浩

千

葉

県

税

理

士

会

会

長

、

神

谷

俊

一

千

葉

市

長

を

迎

え

、

代

議

員

及

び

役

員

等

が

出

席

し

た

。

　

冒

頭

に

美

保

会

長

が

あ

い

さ

つ

に

立

ち

、

来

賓

へ

の

感

謝

の

言

葉

と

共

に

、

後

援

会

活

動

の

充

実

及

び

千

葉

県

税

政

連

が

直

面

し

て

い

る

組

織

率

低

下

と

そ

れ

に

伴

う

財

政

の

悪

化

に

立

ち

向

か

う

決

意

等

を

述

べ

た

。

　

そ

の

後

議

事

に

入

り

、

上

程

さ

れ

た

全

６

議

案

に

つ

い

て

審

議

の

結

果

、

い

ず

れ

も

賛

成

多

数

で

原

案

ど

お

り

可

決

承

認

さ

れ

た

。

途

中

、

事

務

局

運

営

や

財

政

等

に

対

す

る

活

発

な

質

疑

応

答

も

な

さ

れ

た

。

　

続

い

て

、

感

謝

状

の

贈

呈

及

び

来

賓

か

ら

の

祝

辞

が

あ

り

、

定

期

大

会

は

終

了

し

た

。

　

沖

縄

税

理

士

政

治

連

盟

（

羽

地

明

人

会

長

）

は

７

月

３

日

、

沖

縄

ハ

ー

バ

ー

ビ

ュ

ー

ホ

テ

ル

（

那

覇

市

）

に

お

い

て

第

�

回

定

期

大

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

冒

頭

、

羽

地

会

長

の

あ

い

さ

つ

が

あ

り

「

税

政

連

は

要

望

書

に

基

づ

き

、

国

会

議

員

へ

陳

情

を

行

い

、

重

要

項

目

と

し

て

消

費

税

の

複

数

税

率

の

廃

止

、

イ

ン

ボ

イ

ス

特

例

の

延

長

を

要

望

し

て

き

た

。

今

後

も

国

会

議

員

と

の

接

触

を

密

に

し

、

誰

も

が

理

解

と

納

得

が

で

き

る

税

制

に

つ

な

げ

た

い

と

考

え

て

い

る

」

と

述

べ

た

。

　

そ

の

後

の

議

案

審

議

で

は

、

全

て

の

議

案

が

原

案

ど

お

り

可

決

承

認

さ

れ

た

。

　

来

賓

と

し

て

、

小

林

俊

一

日

税

政

副

会

長

、

大

濵

剛

沖

縄

税

理

士

会

会

長

が

出

席

さ

れ

、

小

林

副

会

長

か

ら

は

「

税

制

改

正

は

税

政

連

に

お

け

る

最

重

要

課

題

で

あ

り

、

ま

た

、

国

政

選

挙

へ

の

対

応

も

極

め

て

重

要

な

課

題

で

あ

る

。

前

回

の

衆

議

院

議

員

総

選

挙

は

当

選

者

２

４

７

人

に

留

ま

っ

た

が

、

全

国

の

皆

様

の

力

を

集

結

し

、

推

薦

議

員

を

一

人

で

も

多

く

国

政

に

送

り

出

す

べ

く

全

力

で

取

り

組

ん

で

い

く

」

旨

の

祝

辞

が

あ

っ

た

。

　

大

会

後

に

は

懇

親

会

が

開

催

さ

れ

、

盛

会

裏

の

う

ち

に

終

了

し

た

。

日

　

本

　

税

　

政
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日

　

本

　

税

　

政
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日

税

政

は

、

６

月

�

日

の

日

税

連

・

理

事

会

で

の

「

令

和

９

年

度

税

制

改

正

建

議

書

」

の

議

決

を

受

け

、

翌

日

６

月

�

日

開

催

の

幹

事

会

に

お

い

て

「

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

」

を

機

関

決

定

し

た

。

　

日

税

政

で

は

昨

年

に

引

き

続

き

、

建

議

書

の

作

成

に

当

た

っ

た

末

吉

幹

久

日

税

連

調

査

研

究

部

部

長

へ

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

を

行

い

、

重

要

要

望

９

項

目

、

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

記

載

の

�

項

目

を

中

心

に

経

緯

を

伺

っ

た

。

本

紙

で

は

、

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

か

ら

重

要

要

望

項

目

の

９

項

目

に

つ

い

て

抜

粋

し

た

。

※

内

容

に

つ

い

て

は

、

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

実

施

日

（

令

和

８

年

７

月

２

日

）

に

お

け

る

事

項

に

基

づ

い

た

も

の

と

な

っ

て

い

ま

す

。

日

本

税

理

士

会

連

合

会

調

査

研

究

部

部

長

末

吉

　

　

幹

久

日

本

税

理

士

政

治

連

盟

政

策

委

員

長

　

長

谷

川

　

隆

史

―

―

「

相

続

税

・

贈

与

税

」

長

谷

川

　

そ

れ

で

は

重

要

要

望

項

目

に

つ

い

て

順

番

に

説

明

を

お

願

い

し

ま

す

。

ま

ず

は

「

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

適

正

化

を

図

る

た

め

、

所

要

の

見

直

し

を

行

う

こ

と

」

に

な

り

ま

す

（

図

１

・

２

参

照

）

。

末

吉

　

こ

の

件

に

関

し

て

は

、

現

在

国

税

庁

に

お

い

て

有

識

者

会

議

が

開

催

さ

れ

て

お

り

ま

す

。

た

た

き

台

の

よ

う

な

も

の

は

ま

だ

提

示

さ

れ

て

い

な

い

た

め

、

各

論

に

つ

い

て

賛

成

・

反

対

と

い

っ

た

意

思

表

示

が

ま

だ

で

き

な

い

状

態

で

の

要

望

に

な

り

ま

し

た

が

、

税

理

士

や

納

税

者

に

と

っ

て

注

目

度

の

高

い

項

目

で

あ

る

こ

と

は

間

違

い

あ

り

ま

せ

ん

。

　

そ

の

中

で

も

記

載

が

可

能

な

い

く

つ

か

の

論

点

に

つ

い

て

記

載

し

て

い

ま

す

。

例

を

挙

げ

ま

す

と

、

類

似

業

種

比

準

方

式

に

つ

い

て

は

、

会

社

の

規

模

を

問

わ

な

い

適

正

な

評

価

方

法

と

妥

当

性

の

高

い

方

式

へ

の

見

直

し

を

検

討

す

る

こ

と

、

見

直

し

に

よ

る

大

幅

な

負

担

増

と

な

る

場

合

は

、

一

定

の

評

価

減

制

度

な

ど

事

業

承

継

支

援

措

置

を

設

け

る

こ

と

を

要

望

し

て

い

ま

す

。

　

ど

う

し

て

こ

の

よ

う

な

内

容

に

し

て

い

る

か

と

い

い

ま

す

と

、

評

価

見

直

し

の

議

論

に

お

い

て

、

評

価

の

議

論

は

適

切

な

時

価

と

は

何

か

と

い

う

こ

と

に

集

中

し

て

し

ま

い

、

政

策

的

な

テ

ー

マ

で

あ

る

事

業

承

継

は

措

置

法

で

カ

バ

ー

さ

れ

る

べ

き

と

い

う

意

見

が

強

く

示

さ

れ

て

い

る

と

こ

ろ

で

す

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

現

状

の

類

似

業

種

比

準

方

式

が

大

き

く

見

直

さ

れ

、

大

幅

な

評

価

ア

ッ

プ

が

な

さ

れ

た

場

合

、

評

価

の

安

全

性

が

十

分

に

考

慮

さ

れ

れ

ば

ま

だ

よ

い

の

で

す

が

、

考

慮

が

今

一

つ

行

き

届

か

な

け

れ

ば

、

別

途

措

置

法

で

カ

バ

ー

し

て

も

ら

う

必

要

が

あ

り

ま

す

。

評

価

と

政

策

を

分

け

る

こ

と

は

理

屈

と

し

て

は

よ

い

の

で

す

が

、

こ

れ

ま

で

の

株

式

文

化

を

大

き

く

変

え

る

こ

と

と

な

り

ま

す

の

で

、

一

定

の

配

慮

は

不

可

欠

で

あ

る

か

と

思

い

ま

す

。

―

―

令

和

９

年

度

税

制

改

正

建

議

書

の

「

税

制

に

対

す

る

基

本

的

な

視

点

」

等

に

つ

い

て

長

谷

川

　

今

回

の

建

議

書

作

成

に

当

た

っ

て

の

指

針

で

あ

る

「

税

制

に

対

す

る

基

本

的

な

視

点

」

に

つ

い

て

、

解

説

い

た

だ

け

ま

す

か

。

末

吉

　

「

基

本

的

な

視

点

」

の

前

段

階

と

し

て

、

９

年

度

の

建

議

書

に

お

い

て

新

た

に

記

載

を

し

た

点

が

あ

り

ま

す

。

　

冒

頭

の

「

は

じ

め

に

」

に

お

い

て

、

さ

ま

ざ

ま

な

組

織

や

団

体

か

ら

提

出

さ

れ

て

い

る

税

制

改

正

要

望

と

の

違

い

を

記

し

て

い

ま

す

。

税

理

士

法

�

条

の

�

に

基

づ

く

と

共

に

、

�

条

の

�

に

お

い

て

準

用

さ

れ

て

い

る

日

税

連

・

税

理

士

会

の

建

議

は

、

１

条

に

明

示

さ

れ

て

い

る

「

独

立

し

た

公

正

な

立

場

」

と

「

申

告

納

税

制

度

の

理

念

」

に

沿

っ

た

内

容

で

あ

り

、

他

の

組

織

・

団

体

が

行

う

税

制

改

正

要

望

と

は

異

な

る

と

い

う

こ

と

を

明

示

し

て

い

ま

す

。

　

「

基

本

的

な

視

点

」

で

す

が

、

最

初

に

「

担

税

力

に

即

し

た

公

平

な

税

負

担

」

及

び

「

中

立

的

で

簡

素

な

税

制

」

の

２

つ

を

記

載

し

て

い

ま

す

。

こ

れ

は

①

担

税

力

を

税

の

３

原

則

で

あ

る

「

公

平

・

中

立

・

簡

素

」

を

上

回

る

か

も

し

れ

な

い

も

の

と

し

て

捉

え

、

課

税

し

て

は

い

け

な

い

も

の

に

は

課

税

し

な

い

、

②

担

税

力

が

認

め

ら

れ

た

も

の

に

対

し

て

は

公

平

に

そ

の

義

務

を

シ

ェ

ア

し

て

い

く

、

③

中

立

と

簡

素

は

そ

の

次

に

来

る

論

点

と

な

る

、

と

い

っ

た

形

で

そ

れ

ぞ

れ

の

位

置

関

係

を

整

理

し

ま

し

た

。

　

こ

の

ほ

か

に

は

、

納

税

者

・

行

政

双

方

に

と

っ

て

合

理

的

な

事

務

負

担

と

な

る

こ

と

や

、

税

の

仕

組

み

も

時

代

の

変

化

に

適

合

し

て

い

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

な

ど

を

記

し

て

い

ま

す

。

長

谷

川

　

こ

ち

ら

の

基

本

的

な

視

点

を

基

に

重

要

要

望

（

建

議

）

項

目

が

９

つ

記

載

さ

れ

て

い

ま

す

。

過

去

の

建

議

書

と

比

較

す

る

と

項

目

が

少

し

多

い

形

で

の

作

成

と

な

っ

て

い

る

こ

と

に

加

え

、

８

年

度

は

重

要

要

望

項

目

だ

っ

た

も

の

が

９

年

度

は

要

望

項

目

と

な

っ

て

い

る

も

の

も

あ

り

ま

す

ね

。

末

吉

　

「

所

得

税

の

確

定

申

告

期

限

を

延

長

す

る

こ

と

。

（

建

議

・

要

望

項

目

�

）

」

及

び

「

役

員

給

与

税

制

に

つ

い

て

見

直

し

を

行

う

こ

と

。

（

建

議

・

要

望

項

目

�

）

」

で

す

ね

。

こ

の

２

つ

は

重

要

要

望

項

目

か

ら

要

望

項

目

へ

移

動

し

ま

し

た

。

　

長

谷

川

　

９

年

度

の

重

要

要

望

項

目

へ

入

る

前

に

、

こ

の

二

つ

を

移

動

し

た

理

由

を

お

聞

か

せ

い

た

だ

け

ま

す

か

。

末

吉

　

「

所

得

税

の

確

定

申

告

期

限

延

長

」

に

つ

い

て

は

、

要

望

を

開

始

し

て

か

ら

２

年

ほ

ど

経

過

し

て

い

る

か

と

思

い

ま

す

が

、

国

税

庁

・

総

務

省

・

日

税

連

の

三

者

に

加

え

、

主

税

局

に

も

オ

ブ

ザ

ー

バ

ー

と

し

て

参

加

い

た

だ

い

て

い

る

勉

強

会

を

開

催

し

て

い

ま

す

（

※

「

税

理

士

界

」

第

１

４

４

６

号

【

令

和

７

年

３

月

�

日

発

行

】

２

面

参

照

）

。

こ

の

勉

強

会

に

お

い

て

、

所

得

税

の

申

告

期

限

を

単

純

に

延

長

し

た

だ

け

で

は

、

地

方

自

治

体

職

員

の

住

民

税

賦

課

事

務

に

お

け

る

従

事

時

間

が

過

重

と

な

っ

て

し

ま

う

た

め

、

そ

の

点

を

解

消

し

な

い

こ

と

に

は

申

告

期

限

延

長

の

実

現

は

難

し

い

と

い

う

こ

と

が

一

つ

の

結

論

と

し

て

出

さ

れ

て

い

ま

す

。

こ

れ

を

踏

ま

え

、

延

長

に

向

け

た

ア

プ

ロ

ー

チ

の

順

番

に

沿

い

、

地

方

税

に

係

る

行

政

事

務

の

生

産

性

の

向

上

を

重

要

要

望

項

目

と

し

、

申

告

期

限

延

長

は

要

望

項

目

と

し

て

継

続

し

て

い

ま

す

。

　

「

役

員

給

与

税

制

」

に

係

る

要

望

内

容

は

、

業

績

が

悪

化

し

た

場

合

の

減

額

改

定

要

件

緩

和

、

事

前

確

定

届

出

給

与

の

支

給

時

期

に

一

定

の

幅

を

持

た

せ

る

こ

と

な

ど

、

法

改

正

で

は

な

く

、

国

税

庁

が

作

成

し

て

い

る

「

役

員

給

与

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

」

な

ど

と

い

っ

た

各

種

Ｆ

Ａ

Ｑ

の

取

り

扱

い

見

直

し

が

必

要

と

な

る

事

項

ば

か

り

で

す

の

で

、

法

改

正

を

目

指

す

立

法

的

な

ア

プ

ロ

ー

チ

よ

り

も

、

国

税

庁

と

の

直

接

対

話

に

よ

る

Ｆ

Ａ

Ｑ

の

見

直

し

と

い

っ

た

行

政

的

な

ア

プ

ロ

ー

チ

に

依

る

こ

と

と

し

、

要

望

項

目

と

さ

せ

て

い

た

だ

き

ま

し

た

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連 （６）第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



インタビューの様子

長谷川政策委員長

―

―

「

消

費

税

」

長

谷

川

　

消

費

税

は

「

消

費

税

の

複

数

税

率

制

度

を

廃

止

し

、

直

接

給

付

に

よ

る

方

法

と

す

る

こ

と

」

に

な

り

ま

す

。

末

吉

　

表

題

は

こ

の

よ

う

な

表

記

と

し

て

い

ま

す

が

、

こ

こ

で

意

図

し

て

い

る

の

は

「

ゼ

ロ

税

率

反

対

」

「

１

％

税

率

反

対

」

「

給

付

一

本

化

」

で

す

。

本

文

を

読

ん

で

い

た

だ

く

と

そ

の

よ

う

な

内

容

と

な

っ

て

い

る

の

が

お

分

か

り

い

た

だ

け

る

か

と

思

い

ま

す

。

反

対

の

理

由

に

お

い

て

、

今

ま

で

は

逆

進

性

対

策

と

し

て

非

効

率

と

し

て

い

ま

し

た

が

、

中

低

所

得

者

へ

の

税

負

担

支

援

対

策

に

改

め

て

い

ま

す

。

　

な

ぜ

「

反

対

」

の

文

字

を

入

れ

な

か

っ

た

の

か

と

の

ご

意

見

も

あ

る

か

と

思

い

ま

す

が

、

こ

れ

ま

で

の

政

治

的

背

景

・

状

況

等

を

踏

ま

え

、

正

直

申

し

上

げ

て

非

常

に

書

き

に

く

い

も

の

で

し

た

。

従

来

の

日

税

連

建

議

そ

の

ま

ま

で

あ

る

こ

と

か

ら

、

複

数

税

率

廃

止

と

直

接

給

付

と

い

う

形

で

記

載

し

て

い

ま

す

。

長

谷

川

　

政

府

・

与

党

の

動

き

を

見

ま

す

と

、

６

月

�

日

に

社

会

保

障

国

民

会

議

の

取

り

ま

と

め

案

が

公

表

さ

れ

ま

し

た

。

野

党

か

ら

内

容

に

対

す

る

異

論

が

一

斉

に

噴

出

し

、

取

り

ま

と

め

は

延

期

さ

れ

て

い

る

状

態

に

あ

り

ま

す

。

　

日

税

政

・

税

政

連

に

お

い

て

も

、

食

料

品

の

消

費

税

率

に

つ

い

て

は

減

税

で

は

な

く

給

付

の

形

と

す

る

よ

う

陳

情

・

要

望

し

て

い

き

た

い

と

思

っ

て

い

ま

す

。

さ

き

ほ

ど

末

吉

部

長

か

ら

、

日

税

連

建

議

書

に

お

い

て

は

「

ゼ

ロ

税

率

反

対

」

「

１

％

税

率

反

対

」

と

は

書

き

に

く

い

と

の

お

話

が

あ

り

ま

し

た

が

、

陳

情

・

要

望

の

際

に

は

ど

う

し

て

も

こ

の

よ

う

な

表

現

に

な

る

か

と

思

い

ま

す

。

そ

の

あ

た

り

何

か

ご

意

見

は

あ

り

ま

す

で

し

ょ

う

か

。

末

吉

　

全

く

あ

り

ま

せ

ん

。

日

税

連

の

建

議

書

に

お

い

て

書

き

に

く

い

と

い

う

だ

け

で

あ

り

、

私

自

身

何

度

も

口

に

し

て

い

ま

す

。

長

谷

川

　

あ

り

が

と

う

ご

ざ

い

ま

す

。

我

々

も

必

要

に

応

じ

、

声

に

出

し

て

ア

プ

ロ

ー

チ

し

て

い

き

た

い

と

思

い

ま

す

。

―

―

「

所

得

税

」

長

谷

川

　

税

目

は

変

わ

り

ま

す

が

、

関

連

す

る

も

の

と

し

て

「

給

付

付

き

税

額

控

除

制

度

に

つ

い

て

、

所

得

に

応

じ

た

き

め

細

や

か

な

給

付

に

一

本

化

す

る

方

法

を

検

討

す

る

こ

と

」

が

あ

り

ま

す

。

消

費

税

と

合

わ

せ

て

陳

情

・

要

望

し

て

い

く

こ

と

に

な

る

か

と

思

い

ま

す

の

で

、

解

説

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

先

ほ

ど

の

消

費

税

と

同

様

、

給

付

に

一

本

化

し

た

制

度

と

す

べ

き

旨

の

文

言

に

な

っ

て

い

ま

す

。

一

方

、

食

料

品

が

子

ど

も

か

ら

高

齢

者

ま

で

あ

ら

ゆ

る

者

が

対

象

と

な

る

の

に

対

し

、

給

付

付

き

税

額

控

除

は

勤

労

者

や

年

金

受

給

者

と

い

っ

た

所

得

者

を

対

象

に

し

た

制

度

で

す

の

で

、

建

議

に

お

い

て

は

別

項

目

と

し

ま

し

た

。

最

終

的

に

想

定

し

て

い

る

給

付

制

度

と

し

て

は

同

じ

も

の

を

考

え

て

い

ま

す

。

　

た

だ

し

、

給

付

制

度

は

税

務

に

係

る

地

方

行

政

部

局

の

事

務

負

担

が

大

幅

に

軽

減

さ

れ

る

一

方

、

給

付

に

係

る

地

方

行

政

部

局

の

事

務

負

担

が

大

幅

に

増

加

し

て

し

ま

い

ま

す

。

次

の

項

目

と

も

か

か

わ

っ

て

き

ま

す

が

、

給

与

支

払

報

告

書

や

確

定

申

告

書

の

書

式

を

変

更

し

て

で

も

、

給

付

事

務

に

必

要

な

税

情

報

の

連

携

高

度

化

の

工

夫

を

図

る

べ

き

と

し

て

い

ま

す

。

長

谷

川

　

消

費

税

の

話

に

戻

り

ま

す

が

、

仮

に

令

和

９

年

４

月

か

ら

消

費

税

減

税

が

実

施

さ

れ

る

場

合

、

逆

算

す

る

と

年

内

に

は

税

制

改

正

法

案

を

可

決

す

る

必

要

が

あ

り

ま

す

。

　

今

後

有

識

者

会

議

に

お

い

て

詳

細

な

議

論

が

行

わ

れ

る

か

と

思

い

ま

す

が

、

貸

付

用

不

動

産

に

お

け

る

、

い

わ

ゆ

る

「

８

割

評

価

」

と

同

様

、

評

価

の

安

全

性

は

今

後

非

常

に

重

要

な

項

目

に

な

っ

て

く

る

と

考

え

ま

す

。

特

に

掛

け

率

は

政

治

的

な

論

点

に

な

り

ま

す

の

で

、

日

税

政

・

税

政

連

の

ご

意

見

お

力

添

え

を

お

願

い

し

ま

す

。

長

谷

川

　

次

に

「

法

人

版

事

業

承

継

税

制

（

一

般

措

置

）

に

代

え

て

、

新

た

な

贈

与

税

及

び

相

続

税

の

猶

予

制

度

を

創

設

す

る

こ

と

」

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

特

例

措

置

が

来

年

い

っ

ぱ

い

で

期

限

を

迎

え

ま

す

の

で

、

９

年

度

の

大

綱

で

措

置

さ

れ

な

け

れ

ば

な

り

ま

せ

ん

が

、

株

の

評

価

が

定

ま

ら

な

い

と

政

策

に

入

る

こ

と

が

で

き

な

い

の

も

事

実

で

す

。

　

そ

の

よ

う

な

中

で

、

広

く

多

く

の

中

小

企

業

の

事

業

承

継

時

の

税

負

担

を

軽

減

す

る

た

め

の

猶

予

制

度

創

設

な

ど

を

要

望

し

て

い

ま

す

。

こ

れ

は

従

来

の

事

業

承

継

税

制

の

適

用

要

件

が

厳

し

か

っ

た

た

め

、

よ

り

幅

広

く

す

る

こ

と

で

、

特

例

件

数

の

増

加

に

も

つ

な

げ

て

い

く

も

の

で

す

。

　

ま

た

、

猶

予

の

適

用

対

象

資

産

を

事

業

用

資

産

に

限

定

す

る

こ

と

を

要

望

し

て

い

ま

す

。

必

ず

し

も

事

業

承

継

に

必

要

で

な

い

資

産

で

あ

っ

て

も

、

現

状

で

は

特

例

対

象

と

な

っ

て

し

ま

い

ま

す

の

で

、

一

定

期

間

猶

予

適

用

額

を

免

除

す

る

に

当

た

っ

て

の

ハ

ー

ド

ル

に

な

っ

て

い

ま

す

。

本

来

は

性

質

に

よ

っ

て

抽

出

す

べ

き

と

は

思

う

の

で

す

が

、

制

度

化

す

る

こ

と

が

難

し

い

た

め

、

こ

の

よ

う

な

記

載

に

な

り

ま

し

た

。

　

更

に

、

親

族

外

承

継

に

つ

い

て

は

、

相

続

切

り

替

え

時

に

後

継

者

が

被

相

続

人

の

遺

産

の

全

体

像

を

把

握

す

る

こ

と

が

極

め

て

困

難

で

あ

り

、

な

お

か

つ

適

正

な

税

額

算

定

も

難

し

い

た

め

、

受

贈

者

単

独

で

の

申

告

手

続

き

を

可

能

と

す

る

制

度

設

計

が

必

要

か

と

思

い

ま

す

。

　

こ

の

項

目

に

つ

い

て

も

、

日

税

政

・

税

政

連

と

連

携

を

密

に

し

て

進

め

て

い

き

た

い

と

思

い

ま

す

。

長

谷

川

　

引

き

続

き

「

相

続

等

に

よ

り

取

得

し

た

非

上

場

株

式

を

、

そ

の

発

行

会

社

に

譲

渡

し

た

場

合

に

は

、

当

該

譲

渡

に

係

る

所

得

税

を

非

課

税

と

す

る

措

置

を

創

設

す

る

こ

と

」

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

事

業

承

継

税

制

は

相

続

・

贈

与

税

に

お

け

る

納

付

の

特

例

で

す

が

、

こ

の

納

付

に

係

る

面

か

ら

税

制

を

も

う

ひ

と

支

え

す

る

必

要

が

あ

る

と

考

え

、

提

示

し

ま

し

た

。

　

現

在

、

相

続

等

に

よ

り

取

得

し

た

株

式

に

つ

い

て

は

、

多

額

の

相

続

税

が

課

さ

れ

た

場

合

、

納

税

資

金

を

確

保

す

る

た

め

に

株

式

を

譲

渡

す

る

ケ

ー

ス

が

少

な

く

あ

り

ま

せ

ん

。

み

な

し

配

当

課

税

の

特

例

に

よ

っ

て

分

離

課

税

が

課

さ

れ

る

制

度

が

設

け

ら

れ

ま

し

た

が

、

こ

れ

を

更

に

強

化

す

る

た

め

、

物

納

に

準

じ

一

定

の

要

件

で

非

課

税

と

す

る

措

置

等

を

創

設

す

べ

き

で

あ

る

と

し

て

い

ま

す

。

　

も

ち

ろ

ん

実

現

が

容

易

で

は

な

い

提

案

な

の

は

承

知

し

て

い

ま

す

。

表

題

と

は

違

い

、

本

文

の

結

論

で

あ

え

て

措

置

「

等

」

と

し

た

の

は

、

取

得

費

加

算

を

包

含

す

る

た

め

で

す

。

非

課

税

が

理

想

で

は

あ

り

ま

す

が

、

難

し

い

場

合

で

も

現

状

の

取

得

費

加

算

特

例

の

拡

大

等

を

検

討

い

た

だ

き

た

い

と

思

っ

て

い

ま

す

。

長

谷

川

　

法

人

版

事

業

承

継

税

制

は

、

現

行

税

制

が

来

年

の

�

月

末

を

も

っ

て

期

限

を

迎

え

ま

す

。

新

た

な

制

度

設

計

に

お

い

て

は

政

治

的

な

ア

プ

ロ

ー

チ

が

必

要

不

可

欠

な

反

面

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

が

ど

の

よ

う

な

形

で

決

着

す

る

か

見

え

て

い

な

い

た

め

、

国

会

議

員

に

対

す

る

陳

情

・

要

望

の

仕

方

が

ま

だ

定

ま

ら

な

い

状

況

で

す

。

　

今

後

評

価

の

内

容

が

固

ま

り

ま

し

た

ら

、

日

税

政

・

税

政

連

の

具

体

的

な

ア

プ

ロ

ー

チ

の

仕

方

も

見

え

て

く

る

と

思

い

ま

す

の

で

、

現

段

階

に

お

き

ま

し

て

は

、

株

式

の

評

価

が

決

ま

る

こ

と

で

、

新

た

な

事

業

承

継

税

制

も

決

ま

っ

て

く

る

と

い

う

こ

と

を

見

据

え

て

い

る

旨

を

き

ち

ん

と

理

解

し

て

い

た

だ

き

た

い

と

思

い

ま

す

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連（７） 第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



※リーフレット裏面�

項目については研修動

画からご視聴くださ

い。（１面「研修動画

配信のお知らせ」を参

照）

　

国

民

会

議

の

審

議

状

況

に

よ

っ

て

は

今

後

取

る

べ

き

ア

プ

ロ

ー

チ

の

仕

方

も

変

わ

っ

て

く

る

と

思

い

ま

す

が

、

当

面

の

間

は

審

議

状

況

を

注

視

し

つ

つ

、

二

つ

の

項

目

を

一

つ

に

ま

と

め

た

上

で

、

い

ず

れ

に

つ

い

て

も

給

付

に

一

本

化

す

べ

き

で

あ

る

と

陳

情

・

要

望

し

て

い

き

た

い

と

思

い

ま

す

。

　

続

き

ま

し

て

「

給

与

支

払

報

告

書

や

所

得

税

確

定

申

告

書

の

書

式

を

見

直

し

、

個

人

住

民

税

賦

課

計

算

時

の

資

料

合

算

事

務

の

生

産

性

向

上

を

実

現

す

る

こ

と

」

で

す

。

冒

頭

の

概

論

で

も

少

し

お

話

が

あ

り

ま

し

た

が

「

所

得

税

の

確

定

申

告

期

限

延

長

」

と

「

役

員

給

与

税

制

」

が

要

望

項

目

へ

移

動

し

、

こ

の

よ

う

な

内

容

が

新

た

に

重

要

要

望

項

目

と

な

り

ま

し

た

。

　

実

現

し

て

い

な

い

８

年

度

の

重

要

要

望

項

目

が

、

い

わ

ば

「

格

下

げ

」

と

な

っ

た

こ

と

に

疑

問

を

持

た

れ

て

い

る

方

も

い

る

か

と

思

い

ま

す

の

で

、

今

回

ア

プ

ロ

ー

チ

の

仕

方

が

変

更

さ

れ

た

背

景

等

も

踏

ま

え

て

詳

細

な

解

説

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

さ

き

ほ

ど

も

お

話

し

し

ま

し

た

が

、

所

得

税

の

申

告

期

限

延

長

を

実

現

さ

せ

る

た

め

、

行

政

レ

ベ

ル

で

勉

強

会

を

開

催

し

て

い

ま

す

。

や

は

り

ポ

イ

ン

ト

と

な

る

の

は

５

月

�

日

、

正

確

に

は

そ

れ

よ

り

も

前

に

住

民

税

の

賦

課

計

算

事

務

を

終

わ

ら

せ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

い

う

こ

と

で

す

。

我

々

が

単

純

に

３

月

�

日

を

�

日

に

延

長

し

た

場

合

、

地

方

自

治

体

職

員

の

作

業

時

間

が

そ

の

分

減

る

わ

け

で

す

か

ら

、

彼

ら

が

賛

成

す

る

は

ず

も

あ

り

ま

せ

ん

。

勉

強

会

で

明

確

に

な

っ

た

一

番

大

き

な

問

題

点

で

す

。

　

と

は

い

え

、

日

税

連

と

し

て

申

告

期

限

延

長

を

諦

め

た

つ

も

り

は

全

く

あ

り

ま

せ

ん

。

ま

ず

は

地

方

自

治

体

職

員

の

心

配

を

こ

ち

ら

で

可

能

な

限

り

払

し

ょ

く

す

る

、

事

務

負

担

が

軽

減

さ

れ

る

と

明

示

し

て

あ

げ

る

こ

と

が

、

期

限

延

長

の

前

提

と

し

て

必

要

不

可

欠

で

あ

る

と

判

断

し

ま

し

た

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

所

得

税

の

申

告

期

限

延

長

と

は

論

点

を

切

り

離

し

、

地

方

自

治

体

の

事

務

負

担

軽

減

に

焦

点

を

当

て

た

内

容

で

重

要

建

議

項

目

と

し

ま

し

た

。

こ

れ

は

財

務

省

・

総

務

省

だ

け

で

な

く

、

全

日

本

自

治

団

体

労

働

組

合

（

自

治

労

）

に

も

し

っ

か

り

と

話

を

し

て

い

る

と

こ

ろ

な

の

で

す

が

、

こ

の

時

に

期

限

延

長

の

旗

を

降

ろ

し

て

や

り

と

り

し

た

つ

も

り

も

全

く

あ

り

ま

せ

ん

。

特

に

自

治

労

に

対

し

て

は

、

期

限

延

長

と

事

務

負

担

軽

減

は

明

確

に

切

り

離

し

て

話

を

し

て

い

き

た

い

旨

を

丁

寧

に

説

明

し

、

理

解

を

い

た

だ

き

ま

し

た

。

　

そ

の

負

担

軽

減

の

端

緒

と

し

て

、

日

税

連

か

ら

各

自

治

体

へ

住

民

税

賦

課

計

算

事

務

に

係

る

ア

ン

ケ

ー

ト

を

実

施

し

た

と

こ

ろ

で

す

が

、

各

自

治

体

か

ら

質

・

量

共

に

こ

ち

ら

が

想

定

し

て

い

た

以

上

の

回

答

が

寄

せ

ら

れ

ま

し

た

。

こ

こ

か

ら

分

か

っ

た

こ

と

を

簡

潔

に

申

し

ま

す

と

、

入

力

作

業

に

時

間

を

要

し

て

い

る

の

で

は

な

く

、

不

完

全

な

デ

ー

タ

か

ら

真

実

を

推

理

・

判

断

す

る

作

業

に

時

間

を

要

し

て

い

る

こ

と

が

明

確

に

判

明

し

ま

し

た

。

事

務

を

デ

ジ

タ

ル

化

す

れ

ば

負

担

が

軽

減

さ

れ

る

の

で

は

な

く

、

使

用

し

て

い

る

書

式

そ

の

も

の

に

問

題

が

あ

る

わ

け

で

す

（

図

３

参

照

）

。

　

こ

の

書

式

を

工

夫

す

る

こ

と

が

事

務

負

担

軽

減

に

は

不

可

欠

で

あ

り

、

自

由

記

述

の

摘

要

欄

の

よ

う

な

人

が

読

み

取

っ

て

判

断

す

る

書

式

か

ら

、

チ

ェ

ッ

ク

ボ

ッ

ク

ス

の

よ

う

な

可

能

な

限

り

機

械

が

読

み

取

っ

て

判

断

す

る

書

式

へ

と

見

直

し

て

い

く

こ

と

で

、

地

方

自

治

体

職

員

の

負

担

は

大

幅

に

軽

減

さ

れ

ま

す

。

そ

う

い

っ

た

こ

と

を

積

み

重

ね

、

最

終

的

に

は

目

標

と

し

て

い

る

所

得

税

の

申

告

期

限

延

長

に

つ

な

げ

て

い

く

、

換

言

す

れ

ば

「

延

長

を

要

望

し

な

く

て

も

向

こ

う

か

ら

歩

い

て

く

る

よ

う

な

環

境

を

整

備

し

て

い

く

」

こ

と

を

目

指

し

て

い

ま

す

。

　

こ

う

い

っ

た

理

由

か

ら

、

ま

ず

は

地

方

自

治

体

の

働

き

方

改

革

を

重

要

要

望

項

目

、

所

得

税

の

申

告

期

限

延

長

を

要

望

項

目

と

し

ま

し

た

。

長

谷

川

　

各

税

理

士

会

の

調

査

研

究

部

を

通

じ

、

３

２

０

を

超

え

る

自

治

体

へ

実

態

調

査

を

さ

れ

た

と

伺

っ

て

い

ま

す

。

そ

こ

か

ら

見

え

て

き

た

事

柄

を

踏

ま

え

て

こ

の

よ

う

な

書

き

ぶ

り

と

な

っ

た

わ

け

で

す

ね

。

　

申

告

期

限

延

長

に

向

け

た

ア

プ

ロ

ー

チ

の

仕

方

が

こ

れ

ま

で

と

大

き

く

変

化

し

ま

し

た

が

、

目

指

し

て

い

る

も

の

は

何

ら

変

わ

っ

て

い

な

い

、

決

し

て

期

限

延

長

の

要

望

を

取

り

下

げ

た

わ

け

で

は

な

い

、

と

い

う

こ

と

が

改

め

て

理

解

で

き

ま

し

た

。

　

引

き

続

き

「

少

子

化

対

策

に

つ

い

て

、

税

制

面

で

の

検

討

を

行

う

こ

と

」

に

つ

い

て

解

説

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

昨

年

か

ら

の

継

続

と

な

っ

て

い

ま

す

が

、

一

定

数

の

対

策

が

さ

れ

て

い

る

と

い

う

こ

と

で

、

不

妊

治

療

に

係

る

文

言

の

み

削

除

し

て

い

ま

す

。

こ

の

問

題

は

、

税

制

の

み

で

解

決

で

き

る

も

の

で

は

な

く

、

あ

ら

ゆ

る

施

策

を

総

動

員

し

て

も

な

か

な

か

難

し

い

極

め

て

大

き

な

問

題

で

す

の

で

、

重

要

要

望

項

目

に

据

え

置

い

た

も

の

で

す

。

―

―

「

中

小

法

人

税

制

」

長

谷

川

　

２

つ

目

の

継

続

項

目

で

あ

る

「

中

小

企

業

者

等

の

法

人

税

率

の

特

例

の

適

用

期

限

に

つ

い

て

延

長

す

る

こ

と

」

を

お

願

い

し

ま

す

。

末

吉

　

現

在

の

と

こ

ろ

、

�

％

と

�

％

、

�

％

と

�

・

２

％

が

あ

り

ま

す

（

図

４

参

照

）

。

�

％

を

維

持

す

べ

き

類

型

は

ど

の

よ

う

な

も

の

か

と

考

え

ま

す

と

、

単

年

所

得

�

億

円

超

の

中

小

法

人

と

い

っ

た

雲

の

上

の

話

で

は

な

く

、

地

域

経

済

を

支

え

、

雇

用

等

の

社

会

的

役

割

を

支

援

す

る

身

近

な

中

小

企

業

に

こ

の

類

型

を

当

て

は

め

て

ほ

し

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

　

ま

た

中

小

法

人

で

は

あ

り

ま

せ

ん

が

、

�

・

２

％

が

変

更

さ

れ

る

可

能

性

が

あ

り

ま

す

の

で

、

そ

ち

ら

に

つ

い

て

も

検

討

を

し

て

い

き

た

い

と

思

っ

て

い

ま

す

。

―

―

「

災

害

対

応

税

制

」

長

谷

川

　

３

つ

目

の

継

続

項

目

で

あ

り

、

重

要

要

望

項

目

の

最

後

「

雑

損

控

除

の

適

用

に

つ

き

『

特

定

非

常

災

害

に

よ

り

生

じ

た

損

失

』

に

つ

い

て

は

、

控

除

の

順

番

を

見

直

す

と

と

も

に

、

繰

戻

還

付

制

度

を

創

設

す

る

こ

と

」

で

す

。

こ

れ

は

日

税

政

・

税

政

連

に

と

っ

て

も

宿

願

で

あ

り

、

最

も

実

現

を

目

指

し

た

い

項

目

と

言

え

る

か

と

思

い

ま

す

。

　

ま

さ

に

政

治

的

ア

プ

ロ

ー

チ

で

し

か

動

き

よ

う

の

な

い

建

議

内

容

か

と

思

い

ま

す

し

、

こ

こ

数

年

、

与

党

の

み

な

ら

ず

、

野

党

の

国

会

議

員

も

こ

の

項

目

に

つ

い

て

非

常

に

関

心

を

持

っ

て

耳

を

傾

け

て

く

れ

て

い

る

の

を

感

じ

て

い

る

と

こ

ろ

で

す

。

　

こ

の

項

目

が

重

要

要

望

項

目

に

残

っ

た

こ

と

は

我

々

と

し

て

も

非

常

に

あ

り

が

た

い

と

こ

ろ

で

す

。

日

税

連

と

し

ま

し

て

は

、

ど

の

よ

う

な

考

え

で

重

要

要

望

項

目

と

し

た

の

か

お

伺

い

で

き

ま

す

か

。

末

吉

　

複

数

の

論

点

が

あ

り

ま

す

が

、

所

得

控

除

の

意

味

を

基

本

か

ら

考

え

た

場

合

、

非

常

に

重

要

性

の

高

い

項

目

で

あ

る

と

思

い

ま

す

。

　

主

税

局

の

予

算

委

員

会

答

弁

を

見

ま

す

と

「

必

要

経

費

的

な

、

資

産

損

失

的

な

内

容

な

の

で

、

他

に

先

ん

じ

て

控

除

す

べ

き

で

あ

る

。

な

ぜ

な

ら

資

産

損

失

が

上

に

引

か

れ

て

い

る

」

旨

の

発

言

が

あ

り

ま

す

が

、

私

個

人

と

し

て

は

、

こ

の

よ

う

な

考

え

方

は

い

か

が

な

も

の

か

と

思

っ

て

い

ま

す

。

こ

れ

は

あ

く

ま

で

も

資

本

の

マ

イ

ナ

ス

で

あ

り

、

課

税

済

の

生

活

資

本

に

問

題

が

生

じ

た

場

合

に

そ

れ

を

取

り

戻

す

必

要

が

あ

る

わ

け

で

す

か

ら

、

こ

の

理

由

で

順

番

の

見

直

し

に

Ｎ

Ｇ

が

出

て

し

ま

う

こ

と

に

は

悔

し

い

思

い

が

あ

り

ま

す

。

　

一

方

で

、

災

害

損

失

額

の

算

出

に

当

た

っ

て

は

、

簡

便

法

を

採

用

し

て

い

る

た

め

高

く

な

り

や

す

い

傾

向

が

あ

り

ま

す

。

主

税

局

発

言

に

は

あ

り

ま

せ

ん

が

、

こ

れ

を

も

っ

て

充

足

し

て

い

る

と

見

な

し

て

い

る

の

か

も

し

れ

ま

せ

ん

。

き

っ

ち

り

と

実

額

法

に

さ

れ

て

し

ま

う

と

、

ご

く

わ

ず

か

な

損

失

額

し

か

算

出

で

き

な

く

な

る

可

能

性

が

高

ま

り

ま

す

の

で

、

釣

り

合

い

を

取

る

よ

う

に

迫

ら

れ

る

こ

と

の

な

い

よ

う

留

意

す

る

必

要

が

あ

り

ま

す

。

　

繰

戻

還

付

制

度

に

つ

い

て

も

記

載

を

残

し

て

い

る

と

こ

ろ

で

は

あ

り

ま

す

が

、

論

点

と

し

て

は

や

や

マ

ニ

ア

ッ

ク

な

傾

向

が

あ

り

ま

す

の

で

、

陳

情

・

要

望

に

お

い

て

は

控

除

の

順

番

に

絞

っ

て

い

た

だ

い

た

方

が

よ

ろ

し

い

か

と

思

い

ま

す

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連 （８）第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



山田美樹議員（自民・東京１区）

菅原一秀議員（自民・東京９区）

下村博文議員（自民・東京�区）

平沢勝栄議員（自民・東京�区）

松本洋平議員（自民・東京�区）

萩生田光一議員（自民・東京�区）

岡本三成議員（中道・比例東京）

落合貴之議員（中道・比例東京）

奥村祥大議員（国民・東京選挙区）

竹谷とし子議員（公明・東京選挙区）

高見康裕議員（自民・島根２区）

山下貴司議員（自民・岡山２区）

加藤勝信議員（自民・岡山３区）

平口洋議員（自民・広島２区）

石橋林太郎議員（自民・広島３区）

寺田稔議員（自民・比例中国）

斉藤鉄夫議員（中道・比例中国）

鍋島勢理議員（国民・比例中国）

森本真治議員（立憲・広島選挙区）

平沼正二郎議員（自民・比例中国）

　日税政は、８月末の各府省庁の概算要求に

合わせての早期陳情を行い、税制改正要望へ

の理解を求めた。

　以下、東京及び中国税政連における陳情活

動の写真（抜粋）を掲載し、活動の模様を紹

介する。

日

　

本

　

税

　

政

　

連（９） 第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



第

１

号

議

案

　

令

和

７

年

度

運

動

経

過

並

び

に

組

織

活

動

報

告

承

認

の

件

第

２

号

議

案

　

令

和

７

年

度

収

支

決

算

承

認

の

件

〈

監

査

報

告

〉

第

３

号

議

案

　

令

和

８

年

度

運

動

方

針

決

定

の

件

第

４

号

議

案

　

令

和

８

年

度

組

織

活

動

方

針

決

定

の

件

第

５

号

議

案

　

令

和

８

年

度

収

支

予

算

決

定

の

件

第

６

号

議

案

　

大

会

決

議

決

定

の

件

収　支　計　算　書

自　令和７年７月１日　至　令和８年６月３０日

【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 差異（Ａ－Ｂ） 摘　　要

前年度繰越金 １３９，５２９，３０７ １３９，５２９，３０７ ０ 　

分　担　金 ９７，５０４，８００ ９７，５０４，８００ ０１，２００円×８１，２５４（税理士会員数）

広 告 料 ４２，８９９，０００ ４３，５９３，８８０ △６９４，８８０

全国税理士共栄会、日税連

保険サービス他

雑 収 入 １００，０００ ４１１，６５９ △３１１，６５９定期大会祝金他

合 計 ２８０，０３３，１０７ ２８１，０３９，６４６ △１，００６，５３９ 　

【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 差異（Ａ－Ｂ） 摘　　要

事 業 費 ５２，２００，０００ ３６，２４６，１５４ １５，９５３，８４６

国会対策、選挙対策、助成金、

その他事業活動に伴う費用

広報活動費 ６２，６５０，０００ ５８，９６５，３８１ ３，６８４，６１９機関紙発行費用他

大 会 費 ２５，０００，０００ ２１，１９５，８００ ３，８０４，２００会場費、議案書印刷費他

会 議 費 ２７，５９０，０００ １９，１０８，４３４ ８，４８１，５６６役員会、委員会の旅費他

旅費交通費 ３，５００，０００ ３，０９７，４３０ ４０２，５７０

単位税政連、日税連、関連団

体等会議出席に係る旅費他

印 刷 費 １，０００，０００ ７５９，８５０ ２４０，１５０名刺、封筒他

通 信 費 １，４００，０００ ９７１，３１９ ４２８，６８１郵便料金、電話料金他

渉 外 費 １，５００，０００ ７５８，５００ ７４１，５００単位税政連、関連団体等への祝金他

人 件 費 ９，０００，０００ ８，４００，０００ ６００，０００

事 務 所 費 ２，５００，０００ １，８２６，５１２ ６７３，４８８賃料他

備品・消耗品費 ６００，０００ ３５２，６０６ ２４７，３９４コピー紙代他

雑 費 ７００，０００ ３４１，０３２ ３５８，９６８振込手数料他

税理士法改正

積立金繰入支出

１，０００，０００ １，０００，０００ ０

予 備 費 ９１，３９３，１０７ ０ ９１，３９３，１０７

次期繰越金 ０ １２８，０１６，６２８ △１２８，０１６，６２８

合　　　　計 ２８０，０３３，１０７ ２８１，０３９，６４６ △１，００６，５３９

当期収入合計　　　　１４１，５１０，３３９円

当期支出合計　　　　１５３，０２３，０１８円

当期収支差額　　　 △１１，５１２，６７９円

一

　

運

動

経

過

の

概

要

　

日

本

税

理

士

政

治

連

盟

（

以

下

「

本

連

盟

」

と

い

う

。

）

は

、

税

理

士

の

社

会

的

地

位

の

向

上

と

、

日

本

税

理

士

会

連

合

会

（

以

下

「

日

税

連

」

と

い

う

。

）

の

基

本

施

策

を

実

現

す

る

た

め

、

第

�

回

定

期

大

会

で

決

定

し

た

運

動

方

針

及

び

組

織

活

動

方

針

に

基

づ

き

、

単

位

税

理

士

政

治

連

盟

（

以

下

「

単

位

税

政

連

」

と

い

う

。

）

及

び

税

理

士

に

よ

る

国

会

議

員

等

後

援

会

（

以

下

「

後

援

会

」

と

い

う

。

）

の

協

力

を

得

て

、

各

種

施

策

、

運

動

を

こ

の

１

年

間

に

実

施

し

た

。

１

　

国

政

選

挙

へ

の

対

応

に

つ

い

て

　

令

和

７

年

７

月

�

日

に

投

開

票

が

行

わ

れ

た

第

�

回

参

議

院

議

員

通

常

選

挙

に

お

い

て

、

本

連

盟

が

推

薦

し

た

延

べ

�

人

の

推

薦

候

補

者

の

う

ち

、

延

べ

�

人

が

当

選

し

た

。

　

本

連

盟

は

、

事

業

年

度

中

に

行

わ

れ

た

第

�

回

衆

議

院

議

員

総

選

挙

に

関

し

て

、

本

連

盟

の

運

営

方

針

を

決

定

し

単

位

税

政

連

と

連

携

し

て

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

１

月

�

日

、

衆

議

院

が

解

散

し

た

。

こ

れ

に

先

立

ち

、

本

連

盟

は

選

挙

へ

向

け

て

の

「

国

政

選

挙

推

薦

基

準

」

と

「

国

政

選

挙

等

に

関

す

る

方

針

―

候

補

者

推

薦

基

準

及

び

留

意

事

項

に

つ

い

て

―

」

の

案

を

作

成

し

、

１

月

�

日

の

正

副

会

長

会

の

書

面

審

議

に

よ

り

機

関

決

定

し

、

同

時

に

本

連

盟

の

第

１

次

推

薦

候

補

者

１

９

０

人

を

決

定

し

た

。

　

１

月

�

日

に

第

２

次

推

薦

候

補

者

�

人

、

２

月

３

日

に

第

３

次

推

薦

候

補

者

８

人

を

い

ず

れ

も

正

副

会

長

会

の

書

面

審

議

に

よ

り

決

定

し

た

。

こ

の

結

果

、

本

連

盟

は

２

９

５

人

（

注

）

の

衆

議

院

議

員

選

挙

推

薦

候

補

者

を

推

薦

し

た

。

ま

た

、

推

薦

候

補

者

の

広

報

に

つ

い

て

は

適

時

に

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

へ

の

掲

載

を

行

い

、

周

知

に

努

め

た

。

　

１

月

�

日

に

当

該

総

選

挙

が

公

示

さ

れ

た

。

単

位

税

政

連

に

お

い

て

は

、

地

域

に

密

着

し

た

選

挙

支

援

活

動

を

積

極

的

に

行

う

と

と

も

に

、

本

連

盟

に

お

い

て

も

、

税

理

士

制

度

に

関

す

る

議

員

連

盟

の

幹

部

議

員

等

を

重

点

候

補

と

し

て

、

そ

の

出

陣

式

等

に

本

連

盟

の

会

長

、

幹

事

長

が

出

席

す

る

な

ど

、

積

極

的

な

活

動

を

行

っ

た

。

　

２

月

８

日

に

投

開

票

が

行

わ

れ

、

２

４

７

人

の

本

連

盟

推

薦

候

補

が

当

選

し

た

。

推

薦

候

補

者

の

当

選

者

一

覧

は

「

日

本

税

政

連

」

４

月

１

日

号

（

第

６

０

１

号

）

の

６

面

に

掲

載

し

、

周

知

を

図

っ

た

。

（

注

）

第

１

次

推

薦

候

補

者

の

う

ち

、

１

人

の

推

薦

が

後

日

取

下

げ

と

な

っ

た

た

め

。

２

　

公

正

な

税

制

の

確

立

及

び

税

務

行

政

改

善

の

た

め

の

運

動

に

つ

い

て

　

本

連

盟

は

、

税

制

改

正

に

つ

い

て

、

関

係

議

員

に

対

し

要

望

実

現

を

強

く

働

き

か

け

た

。

そ

の

結

果

、

新

た

に

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

と

な

っ

た

小

規

模

事

業

者

に

対

す

る

各

種

特

例

措

置

の

一

部

延

長

な

ど

の

要

望

が

実

現

し

た

。

⑴

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

対

し

て

、

本

連

盟

は

、

関

係

大

臣

や

与

党

幹

事

長

・

政

務

調

査

会

長

等

に

、

会

長

・

幹

事

長

等

が

後

援

会

会

長

と

と

も

に

面

会

の

う

え

、

日

税

連

建

議

書

・

本

連

盟

要

望

書

を

直

接

手

交

し

、

要

望

実

現

に

向

け

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

本

連

盟

は

、

日

税

連

建

議

書

を

基

に

要

望

事

項

の

検

討

を

進

め

、

本

連

盟

と

日

税

連

と

の

連

名

に

よ

る

、

日

税

連

建

議

書

と

同

一

項

目

の

要

望

書

「

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

要

望

（

重

要

要

望

項

目

６

項

目

、

要

望

項

目

�

項

目

及

び

今

後

の

税

制

改

正

に

つ

い

て

の

基

本

的

な

考

え

方

で

構

成

）

」

を

作

成

し

た

ほ

か

、

日

税

連

と

の

協

議

に

よ

り

６

項

目

の

最

重

要

建

議

・

要

望

と

�

項

目

の

重

点

要

望

を

抽

出

し

た

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

を

作

成

、

こ

れ

ら

を

令

和

７

年

６

月

�

日

の

幹

事

会

で

機

関

決

定

し

た

。

　

８

月

末

に

各

府

省

庁

か

ら

財

務

省

へ

提

出

さ

れ

る

概

算

要

求

に

関

連

し

て

提

出

さ

れ

る

税

制

改

正

要

望

に

当

連

盟

か

ら

の

要

望

が

反

映

さ

れ

る

こ

と

を

目

指

し

、

要

望

書

等

を

各

党

に

提

出

す

る

と

と

も

に

、

後

援

会

等

を

通

じ

推

薦

国

会

議

員

等

に

配

付

し

て

、

あ

ら

ゆ

る

機

会

を

通

じ

て

税

制

改

正

要

望

の

実

現

に

つ

い

て

理

解

と

協

力

を

得

る

こ

と

に

努

め

た

。

　

８

月

末

に

各

府

省

庁

か

ら

財

務

省

へ

提

出

さ

れ

る

概

算

要

求

に

関

連

す

る

税

制

改

正

要

望

に

当

連

盟

か

ら

の

要

望

が

反

映

さ

れ

る

こ

と

を

目

指

し

、

要

望

書

等

を

各

党

に

提

出

す

る

と

と

も

に

、

後

援

会

等

を

通

じ

推

薦

国

会

議

員

等

に

配

付

し

て

、

あ

ら

ゆ

る

機

会

を

通

じ

て

税

制

改

正

要

望

の

実

現

に

つ

い

て

理

解

と

協

力

を

得

る

こ

と

に

努

め

た

。

�

月

�

日

に

は

政

策

委

員

会

・

国

対

委

員

会

が

中

心

と

な

り

、

国

会

議

員

に

対

し

陳

情

を

実

施

し

た

。

さ

ら

に

、

単

位

税

政

連

と

連

携

し

、

後

援

会

と

推

薦

国

会

議

員

等

と

の

接

触

を

通

じ

て

、

税

制

改

正

要

望

の

実

現

の

た

め

の

働

き

か

け

を

行

っ

た

。

　

各

党

に

対

す

る

税

制

改

正

要

望

の

活

動

に

つ

い

て

は

、

本

連

盟

が

日

税

連

と

連

携

し

て

対

応

し

た

。

自

由

民

主

党

、

立

憲

民

主

党

、

国

民

民

主

党

が

行

っ

た

税

制

改

正

に

関

す

る

ヒ

ア

リ

ン

グ

に

、

本

連

盟

役

員

が

日

税

連

役

員

と

と

も

に

出

席

し

、

税

理

士

会

の

要

望

を

訴

え

理

解

を

求

め

た

。

　

情

報

収

集

の

強

化

に

関

し

て

は

、

前

年

度

に

引

き

続

き

、

後

援

会

等

を

通

じ

て

、

迅

速

か

つ

的

確

な

情

報

を

収

集

し

た

。

　

な

お

、

政

府

税

制

調

査

会

（

会

長

＝

翁

百

合

㈱

日

本

総

合

研

究

所

理

事

長

）

に

つ

い

て

は

、

太

田

日

税

連

会

長

が

特

別

委

員

と

し

て

参

画

し

、

実

務

家

・

専

門

家

と

し

て

の

税

理

士

の

視

点

か

ら

の

意

見

を

述

べ

た

。

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

大

綱

等

に

と

り

あ

げ

ら

れ

た

主

な

要

望

項

目

（

一

部

実

現

し

た

も

の

、

検

討

事

項

と

さ

れ

た

も

の

を

含

む

）

及

び

成

果

は

次

の

と

お

り

で

あ

る

。

○

　

イ

ン

ボ

イ

ス

特

例

の

延

長○

　

少

額

減

価

償

却

資

産

等

の

取

得

価

額

基

準

の

引

上

げ

○

　

所

得

税

の

基

礎

控

除

引

上

げ

　

「

所

得

税

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

案

」

は

、

３

月

�

日

に

参

議

院

本

会

議

に

お

い

て

可

決

成

立

し

、

４

月

１

日

施

行

さ

れ

た

。

⑵

　

令

和

８

年

度

の

税

制

改

正

要

望

の

内

容

に

つ

い

て

、

役

員

を

単

位

税

政

連

か

ら

要

請

が

あ

る

場

合

に

会

議

等

に

派

遣

し

、

説

明

を

行

っ

た

。

⑶

　

令

和

９

年

度

の

税

制

改

正

に

対

し

て

、

本

連

盟

は

、

日

税

連

調

査

研

究

部

に

お

け

る

本

件

の

審

議

に

関

係

役

員

が

出

席

し

、

そ

の

審

議

状

況

の

把

握

に

努

め

る

な

ど

日

税

連

と

連

携

し

て

国

会

陳

情

に

向

け

た

要

望

書

作

成

の

検

討

を

進

め

た

。

⑷

　

７

月

�

日

に

令

和

８

年

度

税

制

改

正

建

議

の

内

容

に

つ

い

て

末

吉

幹

久

日

税

連

調

査

研

究

部

長

に

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

を

行

い

、

動

画

収

録

を

行

っ

た

ほ

か

、

マ

ル

チ

メ

デ

ィ

ア

研

修

動

画

と

し

て

配

信

を

行

っ

た

。

こ

の

模

様

は

特

集

記

事

と

し

て

「

日

本

税

政

連

」

９

月

１

日

号

（

第

５

９

６

号

）

に

掲

載

し

、

周

知

を

図

っ

た

。

３

　

国

会

議

員

等

の

後

援

会

対

策

等

に

つ

い

て

　

本

連

盟

は

、

推

薦

国

会

議

員

等

に

対

し

、

日

常

及

び

選

挙

時

に

お

け

る

政

治

活

動

を

支

援

す

る

組

織

と

し

て

、

昭

和

�

年

か

ら

後

援

会

づ

く

り

を

積

極

的

に

推

進

し

て

き

た

。

本

事

業

年

度

に

お

い

て

は

�

後

援

会

が

新

た

に

設

立

さ

れ

、

３

４

６

後

援

会

（

６

月

�

日

現

在

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

全

国

各

地

に

結

成

さ

れ

て

い

る

後

援

会

は

、

税

制

改

正

要

望

の

実

現

、

税

務

支

援

事

業

へ

の

理

解

の

促

進

な

ど

、

税

理

士

業

界

が

抱

え

る

問

題

の

解

決

に

向

け

て

国

会

議

員

等

に

強

く

要

望

し

て

い

る

。

ま

た

、

各

後

援

会

は

、

後

援

会

主

催

の

諸

行

事

を

実

施

し

た

ほ

か

、

国

会

議

員

等

と

の

懇

談

会

等

の

開

催

に

つ

い

て

も

、

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

ま

た

、

単

位

税

政

連

が

主

催

す

る

「

後

援

会

会

長

連

絡

会

議

」

に

役

員

を

派

遣

す

る

な

ど

の

支

援

を

行

い

、

役

員

を

派

遣

し

た

会

議

は

２

単

位

税

政

連

で

２

回

開

催

さ

れ

た

。

さ

ら

に

、

す

べ

て

の

後

援

会

が

よ

り

一

層

の

組

織

強

化

と

活

動

の

活

性

化

を

図

る

た

め

、

単

位

税

政

連

に

対

し

後

援

会

の

定

期

総

会

開

催

に

係

る

助

成

金

を

措

置

し

、

広

報

委

員

会

の

協

力

を

得

て

、

後

援

会

活

動

の

周

知

と

会

員

の

一

層

の

理

解

に

資

す

る

た

め

に

、

機

関

紙

「

日

本

税

政

連

」

に

被

後

援

者

で

あ

る

国

会

議

員

と

後

援

会

長

へ

の

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

記

事

「

ア

ク

テ

ィ

ブ

」

を

掲

載

し

た

ほ

か

、

後

援

会

活

動

を

紹

介

す

る

記

事

を

多

数

掲

載

し

た

。

　

規

程

等

に

お

い

て

は

「

税

理

士

に

よ

る

国

会

議

員

等

後

援

会

へ

の

助

成

に

係

る

要

領

」

の

見

直

し

を

行

っ

た

。

４

　

税

理

士

制

度

に

関

す

る

議

員

連

盟

に

つ

い

て

　

各

政

党

に

お

い

て

は

、

有

志

議

員

に

よ

る

税

理

士

制

度

に

関

す

る

議

員

連

盟

が

設

立

さ

れ

て

い

る

。

本

連

盟

は

、

各

々

の

議

員

連

盟

の

会

合

に

会

長

、

幹

事

長

等

関

係

役

員

が

出

席

し

要

望

実

現

を

訴

え

る

と

と

も

に

、

議

員

連

盟

の

運

営

事

務

に

協

力

す

る

な

ど

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

自

由

民

主

党

税

理

士

制

度

改

革

推

進

議

員

連

盟

（

会

長

＝

宮

沢

洋

一

議

員

）

は

�

月

�

日

に

総

会

が

開

催

さ

れ

た

。

日

本

維

新

の

会

税

理

士

制

度

推

進

議

員

連

盟

（

会

長

＝

美

延

映

夫

議

員

）

、

立

憲

民

主

党

税

理

士

制

度

推

進

議

員

連

盟

（

会

長

＝

海

江

田

万

里

議

員

※

当

時

）

及

び

公

明

党

の

政

策

懇

話

会

（

注

）

（

会

長

＝

西

田

実

仁

議

員

）

は

�

月

�

日

に

、

国

民

民

主

党

税

理

士

制

度

推

進

議

員

連

盟

（

会

長

＝

古

川

元

久

議

員

）

は

�

月

�

日

に

、

そ

れ

ぞ

れ

総

会

が

開

催

さ

れ

た

。

本

連

盟

か

ら

は

、

足

達

会

長

、

東

名

誉

会

長

、

髙

澤

幹

事

長

を

は

じ

め

関

係

役

員

が

出

席

し

、

税

制

改

正

要

望

の

実

現

を

訴

え

た

。

（

注

）

公

明

党

政

策

懇

話

会

の

正

式

名

称

は

「

日

本

税

理

士

会

連

合

会

と

の

政

策

懇

話

会

」

だ

が

、

本

議

案

で

は

政

策

懇

話

会

と

表

記

し

た

。

５

　

中

小

企

業

対

策

に

つ

い

て

　

中

小

企

業

支

援

施

策

に

関

し

て

は

、

日

税

連

が

、

政

府

の

中

小

企

業

振

興

政

策

に

協

力

し

、

制

度

改

革

等

が

議

論

さ

れ

る

際

に

は

専

門

家

・

実

務

家

の

団

体

と

し

て

中

小

企

業

の

視

点

か

ら

の

提

言

を

行

っ

て

い

る

。

多

く

の

税

理

士

が

中

小

企

業

経

営

力

強

化

支

援

法

に

規

定

さ

れ

る

経

済

産

業

大

臣

の

認

定

に

よ

る

経

営

革

新

等

支

援

機

関

と

な

り

、

小

規

模

企

業

振

興

基

本

法

に

基

づ

く

小

規

模

企

業

へ

の

支

援

の

担

い

手

と

し

て

も

期

待

さ

れ

て

い

る

。

　

本

連

盟

は

、

関

係

役

員

が

日

税

連

の

中

小

企

業

対

策

部

会

に

出

席

し

、

情

報

の

収

集

に

努

め

た

ほ

か

、

日

税

連

と

連

携

の

う

え

、

中

小

企

業

支

援

施

策

が

税

理

士

制

度

の

理

解

の

う

え

措

置

さ

れ

、

税

理

士

の

業

務

対

策

に

資

す

る

よ

う

、

積

極

的

に

対

応

し

た

。

６

　

税

理

士

の

公

益

活

動

の

推

進

施

策

に

つ

い

て

　

本

連

盟

は

、

国

会

議

員

の

政

策

担

当

秘

書

制

度

や

地

方

公

共

団

体

の

外

部

監

査

制

度

、

登

録

政

治

資

金

監

査

人

制

度

、

租

税

教

育

、

成

年

後

見

制

度

等

に

係

る

公

益

活

動

の

推

進

に

つ

い

て

、

日

税

連

及

び

単

位

税

政

連

と

連

携

の

う

え

、

税

理

士

の

専

門

家

と

し

て

の

能

力

活

用

を

関

係

各

方

面

に

働

き

か

け

た

。

　

地

方

公

共

団

体

の

外

部

監

査

制

度

に

お

け

る

税

理

士

選

任

の

推

進

に

つ

い

て

、

包

括

外

部

監

査

を

行

う

各

地

の

地

方

公

共

団

体

に

お

い

て

税

理

士

が

外

部

監

査

人

に

選

任

さ

れ

た

。

令

和

７

年

度

は

自

治

体

の

公

表

情

報

に

よ

る

と

、

外

部

監

査

人

に

つ

い

て

は

�

人

の

税

理

士

が

、

外

部

監

査

人

補

助

者

に

つ

い

て

は

�

人

の

税

理

士

が

そ

れ

ぞ

れ

就

任

し

て

い

る

。

ま

た

、

税

理

士

会

報

告

に

よ

る

と

地

方

公

共

団

体

の

監

査

委

員

に

３

２

６

人

の

税

理

士

が

就

任

し

た

。

本

連

盟

は

、

日

税

連

と

連

携

し

て

税

理

士

の

能

力

活

用

を

訴

え

る

等

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

登

録

政

治

資

金

監

査

人

制

度

に

つ

い

て

、

本

連

盟

は

、

税

理

士

が

積

極

的

に

登

録

政

治

資

金

監

査

人

と

し

て

当

該

監

査

に

従

事

す

る

よ

う

、

日

税

連

及

び

単

位

税

政

連

と

連

携

し

、

制

度

の

周

知

を

行

う

等

必

要

な

施

策

を

講

じ

た

。

　

６

月

�

日

現

在

、

登

録

政

治

資

金

監

査

人

５

１

４

８

人

中

、

税

理

士

の

登

録

は

３

８

０

２

人

で

あ

り

、

お

よ

そ

�

％

を

占

め

る

。

ま

た

、

単

位

税

政

連

に

お

い

て

は

、

税

理

士

の

適

切

な

業

務

の

遂

行

に

資

す

る

よ

う

各

党

と

の

意

見

交

換

、

情

報

交

換

を

行

っ

た

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連 （１０）第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



収　支　予　算　書

自　令和８年７月１日　　至　令和９年６月３０日

【収入の部】 （単位：円）

科　　目 予算額 前年度予算額 摘　　要

前年度繰越金 １２８，０１６，６２８ １３９，５２９，３０７

分 担 金 ９８，４４８，０００ ９７，５０４，８００１，２００円×８２，０４０（税理士会員数）

広 告 料 ４２，８９９，０００ ４２，８９９，０００

全国税理士共栄会、日税

連保険サービス他

雑 収 入 １００，０００ １００，０００定期大会祝金他

合 計 ２６９，４６３，６２８ ２８０，０３３，１０７

【支出の部】 （単位：円）

科　　目 予算額 前年度予算額 摘　　要

事 業 費 ５０，４５０，０００ ５２，２００，０００

国会対策、選挙対策、助成金、

その他事業活動に伴う費用

広報活動費 ６３，３５０，０００ ６２，６５０，０００機関紙発行費用他

大 会 費 ２５，０００，０００ ２５，０００，０００会場費、議案書印刷費他

会 議 費 ２６，５６０，０００ ２７，５９０，０００役員会、委員会の旅費他

旅費交通費 ４，０００，０００ ３，５００，０００

単位税政連、日税連、関連団

体等会議出席に係る旅費他

印 刷 費 １，０００，０００ １，０００，０００名刺、封筒他

通 信 費 １，２００，０００ １，４００，０００郵便料金、電話料金等

渉 外 費 １，５００，０００ １，５００，０００単位税政連、関連団体等への祝金他

人 件 費 ９，０００，０００ ９，０００，０００

事 務 所 費 ２，５００，０００ ２，５００，０００賃料他

備品・消耗品費 ６００，０００ ６００，０００コピー紙代等

雑 費 ６００，０００ ７００，０００振込手数料等

税理士法改正

積立金繰入支出

１，０００，０００ １，０００，０００

予 備 費 ８２，７０３，６２８ ９１，３９３，１０７

合 計 ２６９，４６３，６２８ ２８０，０３３，１０７

　

国

税

不

服

申

立

制

度

に

つ

い

て

、

本

連

盟

は

、

日

税

連

、

単

位

税

理

士

会

及

び

単

位

税

政

連

と

連

携

し

て

、

国

税

審

判

官

へ

の

税

理

士

の

登

用

を

推

進

し

た

。

ま

た

、

行

政

不

服

審

査

法

に

よ

り

地

方

公

共

団

体

に

設

置

等

が

義

務

付

け

ら

れ

た

審

理

員

及

び

第

三

者

機

関

委

員

と

し

て

税

理

士

が

活

用

さ

れ

る

よ

う

、

地

方

公

共

団

体

等

に

対

し

て

要

望

し

た

。

　

租

税

教

育

に

関

し

て

、

日

税

連

は

、

税

を

通

し

て

社

会

を

考

え

る

こ

と

に

よ

る

民

主

主

義

の

理

解

や

主

権

者

と

し

て

の

社

会

参

画

意

識

を

育

む

租

税

教

育

の

重

要

性

と

、

そ

の

担

い

手

と

し

て

税

理

士

を

活

用

す

べ

き

こ

と

を

訴

え

て

お

り

、

本

連

盟

は

、

日

税

連

と

連

携

し

て

あ

ら

ゆ

る

機

会

を

通

じ

て

税

理

士

の

能

力

活

用

と

租

税

教

育

の

重

要

性

を

訴

え

る

等

積

極

的

に

対

応

し

た

。

　

成

年

後

見

制

度

に

つ

い

て

、

政

府

が

進

め

る

成

年

後

見

制

度

利

用

促

進

基

本

計

画

に

関

し

て

、

日

税

連

で

は

、

税

理

士

の

専

門

家

と

し

て

の

能

力

を

よ

り

一

層

活

用

す

べ

き

と

し

て

関

係

省

庁

に

理

解

を

求

め

て

お

り

、

本

連

盟

は

、

日

税

連

と

連

携

し

て

税

理

士

の

能

力

活

用

を

訴

え

る

等

積

極

的

に

対

応

し

た

。

７

　

税

理

士

会

の

行

う

税

務

支

援

等

に

つ

い

て

　

本

連

盟

は

、

後

援

会

の

組

織

を

通

じ

て

国

会

議

員

等

に

対

し

て

、

①

確

定

申

告

期

を

は

じ

め

と

す

る

無

料

税

務

相

談

②

税

務

相

談

所

に

お

け

る

税

務

支

援

③

各

地

の

商

工

会

議

所

、

商

工

会

、

青

色

申

告

会

・

法

人

会

（

納

税

協

会

）

、

農

・

漁

協

の

団

体

等

に

税

理

士

を

派

遣

し

て

行

う

税

務

相

談

、

税

務

指

導

（

記

帳

・

決

算

指

導

を

含

む

）

等

の

小

規

模

納

税

者

支

援

事

業

を

税

理

士

会

が

実

施

し

て

い

る

こ

と

へ

の

理

解

と

協

力

を

要

請

し

た

。

　

特

に

、

税

理

士

会

が

確

定

申

告

期

に

行

っ

て

い

る

税

務

支

援

に

つ

い

て

理

解

を

得

る

た

め

、

各

単

位

税

政

連

に

対

し

て

推

薦

国

会

議

員

等

に

そ

の

実

態

の

視

察

を

依

頼

し

、

状

況

等

を

説

明

す

る

よ

う

要

請

し

た

。

令

和

７

年

分

の

所

得

税

の

確

定

申

告

は

２

月

�

日

か

ら

始

ま

り

、

多

く

の

国

会

議

員

が

確

定

申

告

会

場

を

視

察

し

た

。

８

　

組

織

、

財

政

の

見

直

し

及

び

広

報

活

動

に

つ

い

て

　

本

連

盟

は

、

経

済

社

会

、

政

治

構

造

の

変

革

に

対

応

す

べ

く

、

よ

り

一

層

の

組

織

活

性

化

及

び

財

政

健

全

化

に

つ

い

て

継

続

し

て

検

討

を

行

っ

て

き

た

。

本

事

業

年

度

に

お

い

て

は

、

次

の

と

お

り

組

織

活

性

化

等

の

た

め

の

事

業

を

行

っ

た

。

⑴

　

組

織

活

性

化

に

つ

い

て

は

、

例

年

行

っ

て

い

る

単

位

税

政

連

の

組

織

率

と

会

費

収

納

率

の

状

況

を

実

態

に

即

し

た

形

で

調

査

し

内

容

を

分

析

し

た

。

　

税

政

連

活

動

の

Ｐ

Ｒ

、

視

え

る

化

を

目

的

と

し

て

税

政

連

活

動

へ

の

理

解

を

深

め

る

為

の

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

の

作

成

を

行

っ

た

。

⑵

　

財

政

健

全

化

に

つ

い

て

は

、

単

位

税

政

連

の

負

担

増

を

求

め

る

こ

と

な

く

本

連

盟

の

支

出

の

合

理

化

に

よ

り

一

層

の

財

政

健

全

化

を

図

っ

た

。

　

日

税

政

定

期

大

会

代

議

員

旅

費

に

つ

い

て

は

単

位

税

政

連

の

負

担

を

軽

減

す

る

た

め

、

こ

れ

に

係

る

助

成

金

を

措

置

し

た

。

⑶

　

広

報

活

動

に

つ

い

て

は

、

機

関

紙

「

日

本

税

政

連

」

を

第

５

９

５

号

か

ら

第

６

０

２

号

ま

で

発

行

し

た

ほ

か

、

メ

ー

ル

マ

ガ

ジ

ン

「

日

本

税

政

連

ニ

ュ

ー

ス

」

を

第

６

１

６

号

か

ら

第

６

３

４

号

ま

で

配

信

す

る

と

共

に

、

購

読

者

数

の

増

加

に

向

け

て

、

配

信

希

望

者

募

集

に

係

る

記

事

を

「

日

本

税

政

連

」

へ

掲

載

し

た

。

　

「

税

政

連

の

し

お

り

」

に

つ

い

て

、

改

訂

に

向

け

た

作

業

を

開

始

し

た

。

　

令

和

８

年

度

運

動

方

針

の

目

標

を

達

成

す

る

た

め

、

次

の

運

動

を

展

開

す

る

。

一

　

政

策

委

員

会

１

　

本

年

度

運

動

方

針

に

基

づ

き

、

本

連

盟

の

具

体

的

政

策

を

策

定

す

る

。

２

　

本

連

盟

の

長

期

的

政

策

を

検

討

す

る

。

３

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

及

び

単

位

税

理

士

政

治

連

盟

と

の

協

議

、

連

絡

調

整

を

図

る

。

４

　

税

理

士

の

業

務

及

び

職

域

に

係

る

情

報

の

収

集

に

努

め

る

。

５

　

税

理

士

の

社

会

的

活

用

策

、

税

理

士

の

業

務

を

確

保

・

拡

充

す

る

た

め

の

諸

施

策

を

進

め

る

。

６

　

税

理

士

の

業

務

及

び

職

域

に

対

す

る

各

種

侵

害

行

為

を

防

止

す

る

た

め

の

諸

施

策

を

進

め

る

。

二

　

財

務

委

員

会

　

本

連

盟

の

財

政

の

強

化

と

健

全

な

運

営

を

図

る

。

三

　

組

織

委

員

会

１

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

の

要

望

実

現

の

た

め

に

本

連

盟

の

組

織

活

動

の

な

お

一

層

の

統

一

強

化

を

図

る

。

２

　

本

連

盟

組

織

の

強

化

に

向

け

て

の

規

約

・

規

則

等

の

見

直

し

を

検

討

す

る

。

３

　

単

位

税

理

士

政

治

連

盟

と

の

連

絡

調

整

及

び

連

携

強

化

を

図

る

。

４

　

単

位

税

理

士

政

治

連

盟

の

地

域

に

密

着

し

た

諸

活

動

を

支

援

す

る

た

め

、

他

の

委

員

会

と

連

携

し

諸

施

策

を

進

め

る

。

四

　

国

対

委

員

会

１

　

国

会

活

動

対

策

を

企

画

立

案

す

る

と

と

も

に

、

陳

情

等

の

具

体

的

運

動

を

実

施

す

る

。

２

　

国

政

選

挙

に

お

け

る

選

挙

対

策

を

企

画

立

案

し

、

具

体

策

を

講

ず

る

。

３

　

本

連

盟

の

事

業

遂

行

に

必

要

な

情

報

を

収

集

し

、

各

党

政

調

会

等

と

の

連

絡

強

化

を

図

る

。

４

　

国

会

議

員

の

活

動

を

積

極

的

に

支

援

す

る

と

と

も

に

懇

談

会

等

を

実

施

す

る

。

５

　

政

治

資

金

規

正

法

の

理

解

と

、

適

正

な

政

治

資

金

監

査

の

普

及

に

努

め

る

。

６

　

公

職

選

挙

法

の

理

解

と

、

選

挙

に

対

す

る

正

し

い

認

識

の

研

修

と

普

及

に

努

め

る

。

五

　

広

報

委

員

会

１

　

本

連

盟

の

活

動

状

況

を

税

理

士

会

員

に

報

告

し

理

解

を

得

る

た

め

に

機

関

紙

を

原

則

年

８

回

発

行

す

る

。

２

　

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

及

び

メ

ー

ル

マ

ガ

ジ

ン

を

通

じ

て

、

積

極

的

に

情

報

を

発

信

す

る

と

共

に

、

ア

ク

セ

ス

数

及

び

登

録

者

数

の

増

加

に

向

け

た

取

り

組

み

を

行

う

。

３

　

税

理

士

業

界

を

取

り

巻

く

各

種

情

報

の

収

集

に

努

め

、

そ

の

提

供

を

行

う

。

４

　

２

に

記

載

す

る

以

外

の

新

た

な

媒

体

に

よ

る

情

報

発

信

に

つ

い

て

の

検

討

を

継

続

す

る

。

六

　

後

援

会

対

策

委

員

会

　

単

位

税

理

士

政

治

連

盟

に

お

け

る

税

理

士

に

よ

る

国

会

議

員

等

後

援

会

の

組

織

の

強

化

と

活

動

の

活

性

化

を

支

援

す

る

。

大

会

決

議

　

１

　

わ

れ

わ

れ

は

、

税

理

士

制

度

の

発

展

と

、

納

税

者

の

た

め

の

真

の

代

表

を

国

会

に

送

る

た

め

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

２

　

わ

れ

わ

れ

は

、

納

税

者

に

信

頼

さ

れ

る

税

理

士

制

度

の

確

立

を

目

指

し

て

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

３

　

わ

れ

わ

れ

は

、

税

制

改

正

に

際

し

、

中

小

企

業

に

過

重

な

負

担

を

も

た

ら

す

こ

と

の

な

い

よ

う

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

４

　

わ

れ

わ

れ

は

、

公

正

な

税

制

の

確

立

及

び

税

務

行

政

改

善

の

た

め

の

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

５

　

わ

れ

わ

れ

は

、

資

格

制

度

に

係

る

改

革

の

動

向

を

注

視

し

、

税

理

士

業

務

の

無

償

独

占

及

び

税

理

士

会

へ

の

強

制

入

会

制

の

堅

持

の

た

め

の

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

６

　

わ

れ

わ

れ

は

、

税

理

士

の

業

務

及

び

職

域

に

重

大

な

影

響

を

及

ぼ

す

動

向

に

対

し

て

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

大

会

決

議

　

７

　

わ

れ

わ

れ

は

、

税

理

士

の

使

命

に

則

り

、

税

理

士

の

公

益

的

業

務

へ

の

更

な

る

参

加

が

で

き

る

よ

う

強

力

な

運

動

を

展

開

す

る

。

一

　

運

動

方

針

　

令

和

７

年

度

中

に

行

わ

れ

た

第

�

回

衆

議

院

議

員

総

選

挙

に

お

い

て

は

全

国

の

単

位

税

政

連

、

税

理

士

に

よ

る

後

援

会

の

協

力

に

よ

り

推

薦

候

補

者

の

当

選

率

は

８

割

を

超

え

る

結

果

と

な

っ

た

。

今

後

も

、

公

正

な

税

制

の

確

立

、

税

務

行

政

の

改

善

、

税

理

士

制

度

へ

の

理

解

の

あ

る

国

会

議

員

を

一

人

で

も

多

く

国

政

の

場

へ

送

り

出

す

べ

く

、

選

挙

の

際

に

は

強

力

な

選

挙

支

援

活

動

を

展

開

す

る

。

　

他

方

で

は

、

選

挙

運

動

の

あ

り

方

が

従

来

の

テ

レ

ビ

、

新

聞

等

の

メ

デ

ィ

ア

か

ら

Ｙ

ｏ

ｕ

Ｔ

ｕ

ｂ

ｅ

と

い

っ

た

Ｓ

Ｎ

Ｓ

な

ど

の

ネ

ッ

ト

メ

デ

ィ

ア

へ

と

シ

フ

ト

し

て

い

る

。

　

令

和

８

年

度

に

お

い

て

は

、

こ

の

よ

う

な

時

代

の

移

り

変

わ

り

の

中

で

、

政

治

連

盟

組

織

の

あ

り

方

及

び

広

報

の

あ

り

方

の

検

討

を

進

め

る

と

共

に

、

原

点

に

立

ち

返

り

、

政

治

連

盟

が

存

在

す

る

こ

と

の

意

義

、

す

な

わ

ち

「

な

ぜ

税

理

士

政

治

連

盟

が

必

要

な

の

か

」

と

い

う

問

い

へ

真

摯

に

向

き

合

い

、

組

織

の

活

性

化

、

組

織

力

の

拡

大

を

目

指

す

こ

と

と

す

る

。

　

本

連

盟

は

、

次

期

国

政

選

挙

へ

の

対

策

に

つ

い

て

、

単

位

税

政

連

、

後

援

会

と

連

携

し

て

強

力

な

運

動

を

行

う

。

　

税

制

改

正

へ

の

対

応

に

つ

い

て

は

、

日

税

連

の

建

議

実

現

に

向

け

情

報

収

集

の

さ

ら

な

る

強

化

に

努

め

る

と

と

も

に

、

納

税

者

の

立

場

か

ら

の

幅

広

い

議

論

が

よ

り

一

層

推

進

さ

れ

る

よ

う

、

ま

た

、

中

小

企

業

に

過

重

な

負

担

を

も

た

ら

す

改

正

が

行

わ

れ

る

こ

と

の

な

い

よ

う

検

討

と

対

策

を

積

極

的

に

推

進

す

る

。

　

税

務

行

政

の

デ

ジ

タ

ル

化

の

進

展

に

つ

い

て

は

、

公

共

的

使

命

を

持

つ

税

務

の

専

門

家

と

し

て

、

納

税

者

の

権

利

保

護

に

配

慮

し

つ

つ

、

事

務

負

担

が

必

要

最

小

限

と

な

る

よ

う

、

政

府

及

び

国

会

に

対

し

積

極

的

に

対

応

す

る

。

　

中

小

企

業

対

策

に

つ

い

て

は

、

日

本

経

済

を

支

え

る

中

小

企

業

の

活

性

化

に

資

す

る

政

策

が

実

現

す

る

よ

う

、

日

税

連

の

基

本

方

針

に

添

い

各

党

の

関

係

議

員

、

関

係

機

関

に

働

き

か

け

る

な

ど

、

本

連

盟

は

、

情

報

の

収

集

に

努

め

、

そ

の

動

向

に

迅

速

的

確

に

対

応

す

る

。

　

税

理

士

制

度

に

大

き

な

影

響

を

与

え

る

制

度

改

革

や

他

士

業

資

格

制

度

の

見

直

し

等

の

動

向

に

つ

い

て

、

本

連

盟

は

、

情

報

の

収

集

に

努

め

、

迅

速

的

確

に

対

応

す

る

。

　

改

正

さ

れ

た

政

治

資

金

規

正

法

の

施

行

状

況

等

を

注

視

し

情

報

の

収

集

に

努

め

、

特

に

登

録

政

治

資

金

監

査

人

制

度

に

つ

い

て

有

効

に

活

用

さ

れ

る

よ

う

、

迅

速

的

確

に

対

応

す

る

。

　

地

方

公

共

団

体

に

お

け

る

監

査

委

員

制

度

・

外

部

監

査

制

度

、

行

政

不

服

審

査

法

の

審

理

員

・

第

三

者

機

関

委

員

制

度

へ

の

税

理

士

の

登

用

、

租

税

教

育

等

の

税

理

士

会

の

公

益

活

動

の

推

進

に

つ

い

て

は

、

日

税

連

・

単

位

税

政

連

と

連

携

の

う

え

、

あ

ら

ゆ

る

機

会

を

捉

え

迅

速

か

つ

積

極

的

に

対

応

す

る

。

　

災

害

対

応

税

制

等

に

つ

い

て

は

、

税

理

士

の

職

能

を

活

か

し

た

実

務

に

即

し

た

提

言

を

行

い

、

速

や

か

な

災

害

か

ら

の

復

旧

・

復

興

に

貢

献

す

る

た

め

日

税

連

と

連

携

し

て

積

極

的

に

対

応

す

る

。

　

こ

れ

ら

の

運

動

を

推

進

す

る

た

め

、

本

連

盟

は

、

全

国

約

３

４

０

の

税

理

士

に

よ

る

国

会

議

員

等

後

援

会

活

動

を

活

性

化

し

、

そ

の

力

を

最

大

限

に

発

揮

し

、

ま

た

、

単

位

税

政

連

と

連

携

し

て

地

域

に

密

着

し

た

政

治

活

動

を

推

進

す

る

べ

く

、

具

体

的

課

題

に

積

極

的

に

対

応

す

る

。

　

本

連

盟

は

、

税

理

士

の

社

会

的

地

位

の

向

上

を

目

指

し

、

日

税

連

・

単

位

税

政

連

と

連

携

、

団

結

し

て

、

わ

れ

わ

れ

が

推

薦

す

る

国

会

議

員

等

の

後

援

会

活

動

を

全

国

的

に

推

進

し

て

、

政

治

力

と

挙

会

体

制

を

一

層

強

化

し

、

国

民

の

理

解

を

得

な

が

ら

、

本

連

盟

規

約

第

４

条

に

掲

げ

る

次

の

目

的

達

成

の

た

め

の

運

動

を

強

力

に

展

開

す

る

。

１

　

進

展

す

る

社

会

の

要

請

に

応

え

得

る

税

理

士

制

度

の

確

立

２

　

公

正

で

合

理

的

な

租

税

制

度

の

確

立

３

　

税

理

士

の

社

会

的

地

位

の

向

上

と

権

益

の

確

保

、

拡

充二

　

重

点

運

動

　

上

記

方

針

に

基

づ

き

、

本

連

盟

の

目

的

を

達

成

す

る

た

め

、

納

税

者

の

た

め

の

真

の

代

表

を

国

会

に

送

る

と

と

も

に

、

推

薦

国

会

議

員

等

の

後

援

会

を

は

じ

め

、

あ

ら

ゆ

る

機

会

を

通

じ

政

治

活

動

を

行

う

こ

と

と

し

、

さ

ら

な

る

税

理

士

制

度

発

展

の

た

め

に

次

の

重

点

運

動

を

強

力

に

推

進

す

る

。

１

　

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

対

し

、

納

税

者

の

立

場

か

ら

の

幅

広

い

議

論

が

行

わ

れ

る

よ

う

、

ま

た

、

中

小

企

業

に

過

重

な

負

担

を

も

た

ら

す

改

正

が

行

わ

れ

る

こ

と

の

な

い

よ

う

、

強

力

な

運

動

を

行

う

。

２

　

納

税

環

境

整

備

に

係

る

議

論

に

対

応

し

、

公

正

な

税

制

の

確

立

、

税

務

行

政

の

改

善

及

び

納

税

者

の

権

利

保

護

の

た

め

の

強

力

な

運

動

を

行

う

。

３

　

中

小

企

業

の

活

性

化

に

資

す

る

政

策

が

実

現

す

る

た

め

の

強

力

な

運

動

を

行

う

。

４

　

資

格

制

度

に

係

る

改

革

の

動

向

を

注

視

し

、

税

理

士

業

務

の

無

償

独

占

及

び

税

理

士

会

へ

の

強

制

入

会

制

の

堅

持

の

た

め

の

強

力

な

運

動

を

行

う

。

５

　

組

織

の

活

性

化

・

拡

大

を

図

る

た

め

、

単

位

税

政

連

の

抱

え

る

現

状

と

課

題

を

的

確

に

把

握

し

、

日

税

政

・

単

位

税

政

連

・

後

援

会

が

さ

ら

に

一

体

と

な

っ

た

活

動

が

で

き

る

よ

う

、

強

力

な

運

動

を

行

う

。

６

　

改

正

さ

れ

た

政

治

資

金

規

正

法

の

施

行

状

況

等

を

注

視

し

、

登

録

政

治

資

金

監

査

人

制

度

に

つ

い

て

有

効

に

活

用

さ

れ

る

よ

う

、

強

力

な

運

動

を

行

う

。

７

　

地

方

公

共

団

体

の

監

査

委

員

制

度

・

外

部

監

査

制

度

、

行

政

不

服

審

査

法

の

審

理

員

・

第

三

者

機

関

委

員

制

度

へ

の

税

理

士

の

登

用

、

租

税

教

育

等

の

公

益

活

動

の

推

進

に

係

る

強

力

な

運

動

を

行

う

。

８

　

災

害

対

応

税

制

等

に

対

し

て

税

理

士

の

職

能

を

活

か

し

た

実

務

に

即

し

た

提

言

を

行

う

等

、

強

力

な

運

動

を

行

う

。

９

　

次

期

国

政

選

挙

へ

的

確

に

対

応

し

、

単

位

税

政

連

、

後

援

会

と

連

携

し

て

強

力

な

運

動

を

行

う

。

�

　

ネ

ッ

ト

メ

デ

ィ

ア

の

発

達

普

及

に

応

じ

た

新

た

な

広

報

活

動

の

検

討

を

進

め

る

等

、

強

力

な

運

動

を

行

う

。

日

　

本

　

税

　

政

　

連（１１） 第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）

　



日

　

本

　

税

　

政

　

連 （１２）第６０４号令和８年（２０２６年）９月１日（火曜日）
（第三種郵便物認可）
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